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第３章 事業所実態調査 
１ 回答事業所情報 

（１）所在地 

図表2-1 所在地(SA) 

 
 

（２）創業年 

図表2-2 創業年(SA) 

 
 

（３）杉並区での事業開始年 

図表2-3 杉並区での事業開始年(SA) 

 
 

（４）代表者の年齢 

図表2-4 代表者の年齢(SA) 

 
 

（５）全従業員の平均年齢 

図表2-5 全従業員の平均年齢(SA) 

 
  

N =

2253 7.3 15.8 16.9 13.8 20.2 15.8 9.7 0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

井草地域 西荻窪地域 荻窪地域 阿佐谷地域

高円寺地域 高井戸地域 方南・和泉地域 無回答

N =

2253 17.8 7.6 9.4 11.8 14.2 17.4 17.8 1.9 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1959年以前 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代

2000年代 2010年代 2020年以降 無回答

N =

2253 14.6 7.1 8.4 9.7 14.4 19.1 21.7 2.3 2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1959年以前 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代

2000年代 2010年代 2020年以降 無回答

N =

2253 0.4 1.6 10.9 26.5 26.0 32.6 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答

N =

2253 1.9 7.6 22.5 26.9 18.3 14.9 7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 無回答
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（６）経営形態 

図表2-6 経営形態(SA) 

 
 

（７）業種 

図表2-7 業種(SA) 

 
 

  

N =

2253 36.7 25.5 9.0 13.4 3.6 11.0 0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人経営 株式会社(本店) 株式会社(支店・営業所等) 有限会社(本店)

有限会社(支店・営業所等) その他の法人 無回答

％

卸売業・小売業

不動産業・物品賃貸業

医療・福祉

その他のサービス業

宿泊業・飲食サービス業

建設業

生活関連サービス業・
娯楽業

教育・学習支援業

学術研究・
専門技術サービス業

製造業

情報通信業

金融業・保険業

運輸業・郵便業

電気・ガス・
熱供給・水道業

農林水産業

その他

無回答

16.2

14.4

12.8

11.7

10.0

6.6

4.7

3.7

3.3

3.1

1.9

0.9

0.8

0.6

0.1

8.5

0.8

0 10 20

令和7年度(N=2253)
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（８）資本金 

図表2-8 資本金(SA) 

 
 

（９）従業員数 

図表2-9 区分別従業員数(SA) 

 
 

 
 

 
  

N =

2253 30.0 29.6 10.6 14.4 5.5 3.1 2.3 1.7 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

なし 500万円未満 500万円～1,000万円未満
1,000万円～2,000万円未満 1,000万円～2,000万円未満 5,000万円～1億円未満
1億円～5億円未満 5億円以上 無回答

≪総数≫

N =

2149

※無回答104を除く

66.2 12.0 9.3 6.2 2.0 4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上

≪正規≫

N =

1914

※無回答339を除く

73.6 10.9 6.0 3.9 1.9 3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上

≪非正規≫

N =

1590

※無回答663を除く

76.1 8.9 6.4 3.8 1.7 3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上



17 

図表2-10 区分別従業員数（業種別） 

 
  

　

農林水産業 (N=3)

建設業 (N=143)

製造業 (N=67)

電気・ガス・熱供給・水道業 (N=13)

情報通信業 (N=42)

運輸業・郵便業 (N=17)

卸売業・小売業 (N=352)

金融業・保険業 (N=19)

不動産業・物品賃貸業 (N=315)

学術研究・専門技術サービス
業

(N=73)

宿泊業・飲食サービス業 (N=214)

生活関連サービス業・娯楽業 (N=101)

教育・学習支援業 (N=79)

医療・福祉 (N=275)

その他のサービス業 (N=248)

その他 (N=179)

100.0

46.9

47.8

76.9

64.3

17.6

63.6

21.1

90.2

87.7

76.2

80.2

41.8

35.3

74.2

78.2

0.0

25.2

11.9

7.7

9.5

0.0

11.1

15.8

7.0

5.5

10.7

4.0

11.4

23.3

9.3

8.9

0.0

14.7

20.9

7.7

9.5

17.6

11.4

31.6

1.6

2.7

7.0

5.9

15.2

17.1

5.6

5.0

0.0

9.1

11.9

0.0

9.5

5.9

7.7

0.0

0.3

2.7

3.3

5.9

17.7

10.9

4.4

5.0

0.0

2.1

3.0

0.0

4.8

17.6

1.7

0.0

0.3

0.0

0.5

2.0

5.1

4.4

2.0

1.7

0.0

2.1

4.5

7.7

2.4

41.2

4.5

31.6

0.6

1.4

2.3

2.0

8.9

9.1

4.4

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～4人 5～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上



18 

２ 商店街 

（１）商店会に加入している理由 

○街の活性化や地域への貢献などを理由に商店会に加入している事業所が多い 
問3あるいは問4のいずれかの設問に回答のあった事業所のうち、商店会に加入している事業所の割合

は29.7％、商店会に加入していない事業所の割合は70.3％となっている。 
また商店会に加入している理由については、「街を活性化するためには協力し合うことが大切だか

ら」が47.7％と最も高く、次いで「商店会を通じた地域貢献が大切だから」が46.5％、「街路灯など
商店会が共有する設備からのサービスを受けるため」が36.9％となっている。 
 

図表2-11 商店会に加入している理由(MA) 

 
 

  

％

街を活性化するためには
協力し合うことが大切だから

商店会を通じた地域貢献が大切だから

街路灯など商店会が共有する設備から
のサービスを受けるため

周囲の店との信頼関係を高めたいから

商店会が行うイベントなどによる
集客効果の恩恵を受けるため

加入した商店会に愛着があるから

役員・会員との信頼関係が重要だから

個々の店では解決できない問題を
商店会全体で取り組みたいから

区の融資制度を利用する際に
金利が低くなるから

その他

47.7

46.5

36.9

31.8

16.4

15.1

12.5

7.9

2.5

10.0

58.9

51.5

42.5

37.3

24.3

18.5

19.1

14.7

3.0

7.1

0 10 20 30 40 50 60 70

令和7年度(N=648)

※無回答1605を除く

令和2年度(N=367)

※無回答2を除く
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（２）商店会に加入していない理由 

○商店会に加入していない理由は、「勧誘されていない」が最も多い 
商店会に加入していない理由について、「勧誘されていない」が35.9％と最も高く、次いで「商店会

組織がない」が23.7％となっている。 
 

図表2-12 商店会に加入していない理由(MA) 

 
 

注:前回調査から変更した選択肢は以下のとおり。 

・「そもそも商店ではない」を削除。 

  

％

勧誘されていない

商店会組織がない

効果が少ない

仕事を増やしたくない

本部・オーナーの方針

加入方法がわからない

会費が高い

商店会会員の高齢化

その他

35.9

23.7

17.6

14.6

6.9

6.1

3.7

1.8

21.1

12.6

9.3

11.4

7.5

3.4

5.3

2.1

0.9

10.7

0 10 20 30 40

令和7年度(N=1532)

※無回答721を除く

令和2年度(N=562)

※無回答69を除く
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（３）商店街を活性化していくために必要な取組 

○商店街の活性化に向けて、個店の魅力化や町会・自治会等の連携が必要と考えている事業所が多い 
商店街を活性化していくために必要な取組について、「個店の魅力化」が31.9％と最も高く、次いで

「わからない」が29.0％、「地域コミュニティの活性化に向けた町会・自治会等との連携」が17.7％と
なっている。 
 

図表2-13 商店街を活性化していくために必要な取組(MA) 

 
  

％

個店の魅力化

地域コミュニティの活性化に向けた
町会・自治会等との連携

複数の商店会による連携事業の実施
(※共同売り出しや販売促進イベントの実施など)

空き店舗対策
(※テナント誘致など)

買い物環境の充実
(※装飾灯の整備や防犯カメラの設置など)

共同駐車場や駐輪場の設置

キャッシュレス決済の導入

地域情報誌や新聞折込、
SNS等での広報活動

杉並産農産物の販売

商店街や個店のバリアフリー化

共同ポイントカードの導入

宅配サービスの実施

その他

わからない

31.9

17.7

13.7

13.2

10.2

9.5

5.1

3.8

2.3

2.2

2.1

1.2

3.2

29.0

0 10 20 30 40

令和7年度(N=2017)

※無回答236を除く
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３ 経営状況 

（１）３年前と比べた「売上高」の変化 

○３年前と比べて22.6％の事業所で売上高が増加し、33.1％の事業所で売上高が減少した 
３年前と比べた「売上高」の変化について、『増加した』（「50％以上の増加」「30％以上50％未

満の増加」「10％以上30％未満の増加」「10％未満の増加」の合計）と回答した事業所が22.6％、
「ほぼ同じ」と回答した事業所が36.8％、『減少した』（「10％未満の減少」「10％以上30％未満の
減少」「30％以上50％未満の減少」「50％以上の減少」の合計）と回答した事業所が33.1％となって
いる。 

令和２年度の調査と比較すると、『増加した』と回答した事業所は7.8ポイント増加し、「ほぼ同
じ」と回答した事業所は11.2ポイント増加している。一方で『減少した』と回答した事業所は17.3ポ
イント低下している。 

業種別にみると、「10％未満の増加」が全体に比べて10ポイント以上高い項目は、「運輸業・郵便
業」（23.5％）となっている。 

また「ほぼ同じ」が全体に比べて20ポイント以上高い項目は、「不動産業・物品賃貸業」
（67.6％）となっている。一方で「ほぼ同じ」が全体に比べて10ポイント以上低い項目は、「宿泊業・
飲食サービス業」（25.9％）、「生活関連サービス業・娯楽業」（26.2％）となっている。 
 

図表2-14 ３年前と比べた「売上高」の変化(SA) 

 
  

令和7年度

(N=2253)

令和2年度

(N=1052)

1.8

1.3

3.4

1.7

9.6

6.7

7.8

5.1

36.8

25.6

9.5

7.5

13.7

19.8

4.9

12.5

5.0

10.6

5.8

6.0

1.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50%以上の増加 30%以上50%未満の増加 10%以上30%未満の増加 10%未満の増加

ほぼ同じ 10%未満の減少 10%以上30%未満の減少 30%以上50%未満の減少

50%以上の減少 わからない 無回答
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図表2-15 ３年前と比べた「売上高」の変化（業種別） 

 
 

図表2-17 ３年前と比べた「売上高」の変化（従業員数別） 

 
  

全体 (N=2213) 23.0% 33.7%

建設業 (N=147) 30.6% 30.6%

製造業 (N=69) 28.9% 39.1%

情報通信業 (N=43) 30.3% 32.6%

運輸業・郵便業 (N=17) 35.3% 35.3%

卸売業・小売業 (N=362) 24.5% 43.4%

金融業・保険業 (N=21) 19.0% 23.8%

不動産業・物品賃貸業 (N=315) 13.7% 15.2%

学術研究・

専門技術サービス業
(N=74) 23.0% 33.8%

宿泊業・飲食サービス業 (N=224) 33.0% 34.8%

生活関連サービス業・

娯楽業
(N=107) 27.1% 44.0%

教育・学習支援業 (N=83) 20.5% 30.1%

医療・福祉 (N=280) 19.7% 37.2%

その他のサービス業 (N=260) 22.7% 34.3%

『増加』 『減少』

1.8

2.7

1.4

4.7

0.0

2.5

0.0

1.0

0.0

2.2

2.8

2.4

0.0

2.3

3.4

6.8

2.9

9.3

0.0

3.0

0.0

1.3

2.7

4.5

4.7

0.0

2.9

5.0

9.8

12.9

15.9

14.0

11.8

11.0

9.5

6.0

12.2

16.5

14.0

4.8

8.6

6.9

8.0

8.2

8.7

2.3

23.5

8.0

9.5

5.4

8.1

9.8

5.6

13.3

8.2

8.5

37.4

36.1

27.5

32.6

29.4

28.5

38.1

67.6

40.5

25.9

26.2

39.8

34.3

36.9

9.7

8.8

14.5

4.7

11.8

13.8

14.3

5.7

13.5

8.0

15.0

6.0

13.6

8.5

13.9

12.2

14.5

9.3

17.6

18.5

9.5

4.8

9.5

15.6

20.6

13.3

18.6

13.1

5.0

4.8

2.9

9.3

5.9

5.0

0.0

2.5

2.7

6.7

4.7

6.0

2.5

6.9

5.1

4.8

7.2

9.3

0.0

6.1

0.0

2.2

8.1

4.5

3.7

4.8

2.5

5.8

5.9

2.7

4.3

4.7

0.0

3.6

19.0

3.5

2.7

6.3

2.8

9.6

8.9

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50%以上の増加 30%以上50%未満の増加 10%以上30%未満の増加 10%未満の増加 ほぼ同じ

10%未満の減少 10%以上30%未満の減少 30%以上50%未満の減少 50%以上の減少 わからない

全体 (N=2213) 23.0% 33.7%

0～4人 (N=1401) 16.5% 38.7%

5～9人 (N=256) 32.9% 27.4%

10～19人 (N=197) 38.1% 25.4%

20～49人 (N=197) 36.6% 20.1%

50～99人 (N=134) 35.6% 11.9%

100人以上 (N=42) 44.6% 16.3%

『増加』 『減少』

1.8

1.3

2.0

3.0

4.5

7.1

2.2

3.4

1.9

8.6

6.6

6.0

0.0

5.4

9.8

7.1

13.3

16.8

14.2

19.0

16.3

8.0

6.2

9.0

11.7

11.9

9.5

20.7

37.4

40.5

34.0

31.5

35.8

35.7

19.6

9.7

9.5

9.4

12.7

9.7

0.0

6.5

13.9

15.5

13.7

11.7

9.7

9.5

8.7

5.0

7.0

2.7

0.5

0.0

2.4

1.1

5.1

6.7

1.6

0.5

0.7

0.0

0.0

5.9

4.4

5.9

5.1

7.5

16.7

19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50%以上の増加 30%以上50%未満の増加 10%以上30%未満の増加 10%未満の増加 ほぼ同じ

10%未満の減少 10%以上30%未満の減少 30%以上50%未満の減少 50%以上の減少 わからない
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（２）過去３年間で売上を伸ばすために実施した取組 

○売上を伸ばすために優先的に実施した取組として、新規顧客の開拓が最も多い 
過去３年間で売上を伸ばすために何らかの取組を行っている事業所は57.5％、取組を行っていない事

業所は42.5％となっている。 
また何らかの取組を行っている事業所が優先的に実施した内容については、「新規顧客の開拓（広

告・情報発信含む）」が18.3％と最も高く、次いで「新たな商品・サービスの開発や事業展開」が
15.2％、「人材の確保・育成（採用・教育・処遇改善）」が12.0％となっている。 
 

図表2-18 過去３年間で売上を伸ばすために実施した取組(MA) 

 
  

％

新規顧客の開拓（広告・情報発信含む）

新たな商品・サービスの開発や事業展開

人材の確保・育成（採用・教育・処遇改善）

既存商品・サービスの見直しや品揃えの拡充

仕入れ先や取引先の見直し・開拓

キャッシュレス決済の導入または強化

店舗・営業体制の見直し
（出店・レイアウト・営業時間等）

ネット販売・宅配サービスの導入または強化

商店会や異業種との連携

ポイントカードの導入または強化

クーポン券の配布や特典の付与

その他

特になし

18.3

15.2

12.0

11.5

9.4

6.1

4.6

1.9

0.7

0.4

0.4

5.0

42.5

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=2165)

※無回答88を除く
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業種別にみると、「新規顧客の開拓（広告・情報発信含む）」が全体に比べて10ポイント以上高い項
目は、「金融業・保険業」（28.6％）となっている。 

また「新たな商品・サービスの開発や事業展開」が全体に比べて10ポイント以上高い項目は、「製造
業」（27.9％）、「情報通信業」（34.1％）、「卸売業・小売業」（25.6％）となっている。 

加えて「人材確保・育成」が全体に比べて10ポイント以上高い項目は、「建設業」（25.3％）、
「運輸業・郵便業」（29.4％）、「医療・福祉」（23.5％）となっている。 
 

図表2-19 過去３年間で売上を伸ばすために実施した取組（業種別） 

 
 

過去３年間で売上を伸ばすために実施した取組の有無別にみると、取組を「行った」事業所では、売
上高が『増加した』が33.3％、「ほぼ同じ」が29.3％、『減少した』が33.9％となっている。一方で
取組を「行っていない」事業所では、売上高が『増加した』が9.8％、「ほぼ同じ」が48.9％、『減少
した』が32.6％となっている。 
 

図表2-20 ３年前と比べた「売上高」の変化（取組の有無別） 
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（
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サ
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イ
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入
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化

ク
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券
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配
布
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特
典
の
付
与

商
店
会
や
異
業
種
と
の
連
携

そ
の
他

特
に
な
し

全体 2,165 15.2 18.3 11.5 9.4 4.6 12.0 1.9 6.1 0.4 0.4 0.7 5.0 42.5

建設業 146 7.5 13.7 4.8 15.8 0.0 25.3 0.7 0.0 0.0 0.0 1.4 6.2 43.8

製造業 68 27.9 25.0 16.2 14.7 2.9 13.2 7.4 4.4 0.0 0.0 0.0 2.9 27.9

情報通信業 41 34.1 22.0 9.8 12.2 0.0 12.2 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 41.5

運輸業・郵便業 17 17.6 17.6 11.8 5.9 5.9 29.4 0.0 11.8 0.0 0.0 0.0 11.8 23.5

卸売業・小売業 356 25.6 20.8 22.2 16.0 6.7 7.3 5.3 11.8 1.1 0.6 0.3 1.1 25.8

金融業・保険業 21 14.3 28.6 9.5 0.0 0.0 19.0 4.8 4.8 0.0 0.0 9.5 4.8 33.3

不動産業・物品賃貸業 308 7.1 8.4 4.9 3.2 3.6 0.6 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 9.7 68.8

学術研究・専門技術サービス業 71 14.1 19.7 8.5 2.8 4.2 16.9 1.4 5.6 0.0 1.4 4.2 2.8 42.3

宿泊業・飲食サービス業 218 19.3 17.9 20.2 18.8 12.8 9.6 1.8 11.0 0.0 0.5 0.5 3.7 28.9

生活関連サービス業・娯楽業 106 19.8 26.4 19.8 4.7 8.5 12.3 3.8 11.3 0.9 0.9 0.0 2.8 25.5

教育・学習支援業 81 16.0 25.9 7.4 2.5 2.5 21.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 7.4 42.0

医療・福祉 277 9.0 23.5 6.5 8.3 4.0 23.5 1.1 9.0 0.7 0.0 0.0 5.4 36.5

その他のサービス業 255 14.1 19.6 9.4 4.3 2.4 11.8 1.2 4.3 0.4 0.0 1.2 5.9 48.2

全体 (N=2213)

売上を伸ばすための
取組を行った

(N=1237)

売上を伸ばすための
取組を行っていない

(N=917)

1.8

2.8

0.5

3.4

5.1

1.4

9.8

14.1

4.3

8.0

11.3

3.6

37.4

29.3

48.9

9.7

11.4

7.5

13.9

15.3

12.0

5.0

4.0

6.0

5.1

3.2

7.1

5.9

3.6

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50%以上の増加 30%以上50%未満の増加 10%以上30%未満の増加 10%未満の増加 ほぼ同じ

10%未満の減少 10%以上30%未満の減少 30%以上50%未満の減少 50%以上の減少 わからない
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３年前と比べた「売上高」の増減別にみると、「特になし」について、「売上高はほぼ同じ」事業者
は全体に比べて10ポイント以上高くなっている。一方で、「売上高が『増加した』（「50％以上の増
加」「30％以上50％未満の増加」「10％以上30％未満の増加」「10％未満の増加」の合計）」事業者
は全体に比べて20ポイント以上低くなっている。 
 

図表2-21 過去３年間で売上を伸ばすために実施した取組（売上高の増減別） 

 
 

■具体的な取組内容（一部抜粋） 

・必要資格の取得（建設業） 

・展示会への出展（製造業） 

・既存顧客への営業強化（情報通信業） 

・乗務員の採用強化（運輸業・郵便業） 

・販売価格引き上げ（卸売業・小売業） 

・顧客に対するアフターサービスの充実（卸売業・小売業） 

・賃貸物件のリフォーム（不動産業・物品賃貸業） 

・家賃の値上げ（不動産業・物品賃貸業） 

・経営者の会への参加（学術研究・専門技術サービス業） 

・季節限定商品の開発（宿泊業・飲食サービス業） 

・仕入先の見直し（宿泊業・飲食サービス業） 

・モバイルオーダーの導入（宿泊業・飲食サービス業） 

・店舗リニューアル、SNS 強化、キャッシュレス導入（生活関連サービス業・娯楽業） 

・DX 化促進による効率化、それによる従業員の余力活用（教育・学習支援業） 

・Instagram やブログでの発信（医療・福祉） 

・生成 AI の導入と運用（その他のサービス業） 
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サ
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全体 2,165 15.2 18.3 11.5 9.4 4.6 12.0 1.9 6.1 0.4 0.4 0.7 5.0 42.5

売上高が増加した 503 23.7 27.8 18.9 12.3 6.8 21.7 3.0 6.6 0.4 0.4 1.0 7.2 17.9

売上高はほぼ同じ 810 10.9 13.7 8.9 7.3 2.3 9.4 1.2 4.2 0.4 0.1 0.2 4.2 55.3

売上高が減少した 717 15.5 18.0 9.8 10.2 6.3 8.4 2.1 7.7 0.6 0.7 1.1 4.6 41.7
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（３）経営上抱えている課題 

○「仕入価格の上昇」や「人材の確保・育成」を経営上の課題としている事業所が多い 
経営上抱えている課題について、「仕入価格の上昇」が33.3％と最も高く、次いで「人材の確保・育

成」が32.2％、「人件費の上昇」が23.5％となっている。 
 

図表2-22 経営上抱えている課題(MA) 

 
  

％

仕入価格の上昇

人材の確保・育成

人件費の上昇

施設の不足・老朽化

事業承継、後継者の育成

取引先や受注件数の減少

競合他社との競争環境の激化

資金調達

デジタル化の推進

その他

特になし

33.3

32.2

23.5

18.0

16.9

13.5

12.5

10.4

10.0

3.9

19.8

0 10 20 30 40

令和7年度(N=2219)

※無回答34を除く
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３年前と比べた「売上高」の増減別にみると、「売上高が『増加した』（「50％以上の増加」
「30％以上50％未満の増加」「10％以上30％未満の増加」「10％未満の増加」の合計）」事業所にお
いて、「人材の確保・育成」（53.3％）が全体に比べて20ポイント以上、「人件費の上昇」

（34.9％）が全体に比べて10ポイント以上高くなっている一方、「特になし」が全体に比べて10ポイン
ト以上低くなっている。 

また、「売上高が『減少した』（「50％以上の減少」「30％以上50％未満の減少」「10％以上30％
未満の減少」「10％未満の減少」の合計）」事業所において、「取引先や受注件数の減少」

（23.5%）が全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-23 経営上抱えている課題（売上高の増減別） 
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全体 2,219 32.2 16.9 23.5 33.3 13.5 12.5 10.4 18.0 10.0 3.9 19.8

売上高が増加した 507 53.3 23.1 34.9 40.0 8.9 14.8 10.7 20.9 15.6 3.4 8.1

売上高はほぼ同じ 824 26.6 15.9 17.4 25.4 9.0 9.0 7.6 17.4 7.9 3.8 26.8

売上高が減少した 733 24.1 14.9 23.2 38.7 23.5 15.8 13.8 17.3 9.5 4.2 17.1
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業種別にみると、「仕入価格の上昇」については、「宿泊業・飲食サービス業」（79.7％）が全体に
比べて20ポイント以上高くなっている一方、「金融業・保険業」（0.0％）、「不動産業・物品賃貸
業」（10.5％）、「教育・学習支援業」（12.5％）では全体に比べて20ポイント以上低くなってい
る。 

また「人材の確保・育成」については、「建設業」（57.7％）、「運輸業・郵便業」（82.4％）、
「医療・福祉」（54.9％）が全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方、「不動産業・物品賃貸
業」（6.0％）では全体に比べて20ポイント以上低くなっている。 
 

図表2-24 経営上抱えている課題（業種別） 
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全体 2,219 32.2 16.9 23.5 33.3 13.5 12.5 10.4 18.0 10.0 3.9 19.8

建設業 149 57.7 19.5 32.2 43.0 19.5 15.4 18.8 6.0 16.1 1.3 13.4

製造業 70 38.6 17.1 27.1 45.7 34.3 11.4 11.4 10.0 12.9 2.9 10.0

情報通信業 43 37.2 30.2 25.6 16.3 23.3 14.0 9.3 0.0 4.7 2.3 23.3

運輸業・郵便業 17 82.4 17.6 35.3 23.5 11.8 5.9 0.0 11.8 17.6 11.8 5.9

卸売業・小売業 360 32.5 13.1 26.1 53.1 20.0 16.9 13.1 14.2 9.2 3.9 10.8

金融業・保険業 21 42.9 19.0 0.0 0.0 19.0 23.8 0.0 9.5 14.3 0.0 28.6

不動産業・物品賃貸業 315 6.0 22.2 5.4 10.5 3.5 6.0 9.8 33.0 4.8 5.1 35.2

学術研究・専門技術サービス業 74 29.7 16.2 13.5 16.2 17.6 16.2 8.1 6.8 6.8 2.7 28.4

宿泊業・飲食サービス業 222 27.5 14.9 28.8 79.7 5.0 7.2 12.2 26.6 6.8 2.7 6.8

生活関連サービス業・娯楽業 106 30.2 17.0 31.1 34.0 13.2 18.9 10.4 36.8 8.5 1.9 17.0

教育・学習支援業 80 37.5 15.0 23.8 12.5 7.5 7.5 8.8 15.0 11.3 11.3 28.8

医療・福祉 286 54.9 18.2 40.9 30.1 9.4 19.9 6.6 19.6 20.3 2.8 9.4

その他のサービス業 257 28.4 13.6 18.7 13.6 17.9 10.1 6.6 10.5 6.6 4.3 29.6
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従業員数別にみると、「人材の確保・育成」と「人件費の上昇」については、「0～4人」が全体に比
べて10ポイント以上低くなっている。 

 

図表2-25 経営上抱えている課題（従業員数別） 
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全体 2219 32.2 16.9 23.5 33.3 13.5 12.5 10.4 18.0 10.0 3.9 19.8

0～4人 1401 12.8 15.1 10.5 31.2 15.8 10.6 10.6 18.0 7.3 4.1 26.6

5～9人 255 61.2 23.9 44.3 41.6 11.8 14.9 9.4 13.7 14.5 2.7 9.0

10～19人 198 72.2 18.7 57.1 40.4 13.6 20.2 12.6 24.2 18.2 4.5 5.1

20～49人 132 79.5 28.0 52.3 34.8 6.1 18.2 9.8 21.2 9.8 3.8 2.3

50～99人 44 75.0 15.9 50.0 31.8 4.5 11.4 9.1 13.6 18.2 2.3 2.3

100人以上 92 73.9 8.7 39.1 22.8 6.5 16.3 5.4 17.4 18.5 3.3 9.8
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（４）区に求める支援 

○人材の確保・育成や設備投資の支援を求める声が多い 
区に何らかの支援を求める事業所は64.1％、特に支援を求めていない事業所は35.9％となってい

る。 
また区に求める支援の具体的な内容については、「人材の確保・育成の支援」が24.1％と最も高く、

次いで「設備投資の支援」が19.3％、「資金繰りの支援」が18.3％となっている。 
業種別にみると、「人材の確保・育成の支援」について、「建設業」（50.0％）、「運輸業・郵便

業」（75.0％）が全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方、「不動産業・物品賃貸業」
（5.8％）では全体に比べて10ポイント以上低くなっている。 
 

図表2-26 区に求める支援(MA) 

 
  

％

人材の確保・育成の支援

設備投資の支援

資金繰りの支援

事業承継の支援

販路の開拓・拡大の支援

ICTやＡＩ活用の支援

事業拡大・業態転換の支援

ワーク・ライフ・バランスの
推進のための支援

経営に関する相談

生産性向上の支援

女性・高齢者・
障害者雇用の支援

異業種・同業種交流等の
促進の支援

多言語対応の支援

区内産業のPR

外国人観光客などの
来街者の誘致

その他

特になし

24.1

19.3

18.3

9.4

7.7

5.9

4.8

3.5

3.5

3.3

3.0

2.8

2.5

2.1

1.4

3.0

35.9

0 10 20 30 40

令和7年度(N=2171)

※無回答82を除く
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図表2-27 区に求める支援（業種別） 
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・
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繰
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の
支
援

生
産
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上
の
支
援

事
業
拡
大
・
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態
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換
の
支
援

ワ
ー
ク
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ラ
イ
フ
・
バ
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ン
ス
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推
進
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た
め
の
支
援
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備
投
資
の
支
援

I
C
T
や
Ａ
Ｉ

活
用
の
支
援

経
営
に
関
す
る
相
談

異
業
種
・
同
業
種
交
流
等
の

促
進
の
支
援

区
内
産
業
の
P
R

多
言
語
対
応
の
支
援

外
国
人
観
光
客
な
ど
の

来
街
者
の
誘
致

そ
の
他

特
に
な
し

全体 2,171 24.1 9.4 3.0 18.3 7.7 3.3 4.8 3.5 19.3 5.9 3.5 2.8 2.1 2.5 1.4 3.0 35.9

建設業 142 50.0 9.9 2.1 26.1 8.5 5.6 3.5 4.9 11.3 5.6 2.8 2.8 2.8 0.0 0.0 4.2 25.4

製造業 69 27.5 10.1 1.4 21.7 5.8 7.2 5.8 2.9 20.3 7.2 2.9 0.0 1.4 0.0 0.0 2.9 31.9

情報通信業 42 26.2 21.4 2.4 21.4 14.3 2.4 14.3 0.0 14.3 11.9 7.1 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3

運輸業・郵便業 16 75.0 6.3 0.0 18.8 6.3 0.0 6.3 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 18.8

卸売業・小売業 348 24.4 6.3 2.9 21.0 17.8 4.6 6.0 4.0 14.7 5.2 2.9 0.6 2.3 3.7 5.5 2.9 30.5

金融業・保険業 20 30.0 5.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 10.0 15.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

不動産業・物品賃貸業 310 5.8 8.7 1.0 13.5 1.9 1.3 3.5 1.6 19.7 4.5 6.8 1.6 1.6 1.6 1.0 3.5 52.9

学術研究・専門技術サービス業 74 17.6 8.1 5.4 18.9 10.8 1.4 1.4 4.1 14.9 10.8 1.4 8.1 4.1 0.0 0.0 1.4 37.8

宿泊業・飲食サービス業 213 20.2 13.6 4.2 27.7 3.8 1.9 7.5 4.7 36.6 1.4 4.7 4.2 5.2 4.7 3.3 3.3 22.5

生活関連サービス業・娯楽業 104 25.0 7.7 2.9 30.8 4.8 4.8 5.8 2.9 34.6 2.9 3.8 1.9 1.9 1.9 0.0 0.0 28.8

教育・学習支援業 82 26.8 6.1 2.4 11.0 6.1 0.0 4.9 4.9 23.2 14.6 4.9 2.4 2.4 6.1 0.0 4.9 37.8

医療・福祉 281 39.5 11.4 3.9 14.6 4.3 5.7 2.1 6.4 28.5 10.0 3.2 1.8 1.8 3.6 0.0 3.2 22.4

その他のサービス業 252 21.4 9.1 4.8 13.1 11.1 2.8 6.3 2.8 7.5 5.6 2.4 5.2 0.8 2.4 0.4 2.4 44.4
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（５）物価・原材料価格の高騰による影響 

○半数以上の事業所で、コストの増加に伴う収益減少の影響を受けている 
物価・原材料価格の高騰による影響について、何らかの影響がある事業者は、77.7%となっている。 
そのうち、「コスト増による収益減少」が56.6％と最も高く、次いで「人件費増」が26.7％、「消

費者需要の減退による売上減少」が23.1％となっている。 
業種別にみると、「コスト増による収益減少」について、「宿泊業・飲食サービス業」（83.3％）、

「運輸業・郵便業」（82.4％）が全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方、「金融業・保険
業」（19.0％）、「教育・学習支援業」（33.8％）では全体に比べて20ポイント以上低くなってい
る。 
 

図表2-28 物価・原材料価格の高騰による影響(MA) 

 
  

％

コスト増による収益減少

人件費増

消費者需要の減退による
売上減少

資金繰りの悪化

取引先との契約解除

その他

特に影響はない

56.6

26.7

23.1

11.4

2.1

2.9

22.3

0 10 20 30 40 50 60

令和7年度(N=2188)

※無回答65を除く
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図表2-29 物価・原材料価格の高騰による影響（業種別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

コ
ス
ト
増
に
よ
る
収
益
減
少

消
費
者
需
要
の
減
退
に
よ
る
売
上
減
少

資
金
繰
り
の
悪
化

人
件
費
増

取
引
先
と
の
契
約
解
除

そ
の
他

特
に
影
響
は
な
い

全体 2188 56.6 23.1 11.4 26.7 2.1 2.9 22.3

農林水産業 3 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3

建設業 147 64.6 12.9 16.3 41.5 0.7 1.4 17.7

製造業 70 74.3 22.9 12.9 35.7 2.9 4.3 14.3

電気・ガス・熱供給・水道業 13 53.8 46.2 15.4 15.4 7.7 0.0 7.7

情報通信業 41 56.1 9.8 7.3 41.5 4.9 0.0 26.8

運輸業・郵便業 17 82.4 11.8 5.9 58.8 0.0 0.0 5.9

卸売業・小売業 355 59.2 39.4 13.8 26.5 2.8 1.4 15.2

金融業・保険業 21 19.0 14.3 4.8 33.3 4.8 4.8 38.1

不動産業・物品賃貸業 306 45.8 5.6 8.8 4.6 0.7 3.3 43.5

学術研究・専門技術サービス業 74 51.4 12.2 12.2 23.0 4.1 1.4 29.7

宿泊業・飲食サービス業 222 83.3 47.3 17.6 29.7 1.4 1.8 3.2

生活関連サービス業・娯楽業 106 68.9 45.3 9.4 31.1 0.9 3.8 8.5

教育・学習支援業 80 33.8 11.3 12.5 28.8 2.5 7.5 31.3

医療・福祉 285 67.0 13.7 10.5 45.3 0.0 2.5 14.0

その他のサービス業 253 41.1 21.3 5.9 22.1 4.7 3.2 28.1

その他 180 37.2 15.6 9.4 15.0 3.3 6.7 37.2
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（６）価格転嫁 

①実施状況 

○過半数の事業所が価格転嫁を『実施できていない』 
価格転嫁の実施状況について、「概ね実施できている」は16.9％にすぎず、実施できているものの一

部実施に留まっている事業所は28.6％となっている。一方、「現時点では実施できておらず、今後も実
施の見込みはない」（37.3％）と「現時点では実施できていないが、今後実施する予定である」

（17.2％）を合わせると『実施できていない』事業者は54.5％となっている。 
業種別にみると、「現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない」について、「医療・

福祉」（67.3％）が全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方、「宿泊業・飲食サービス業」
（17.1％）では全体に比べて20ポイント以上低くなっている。 

事業所の従業員数別にみると、「現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない」につい
て、「０～4人」（39.5％）が全体に比べて高く、「100人以上」と比べると9ポイント以上高くなって
いる。 
 

図表2-30 価格転嫁の実施状況(SA) 

 
 

図表2-31 価格転嫁の実施状況（業種別） 

 
  

N =

2153

※無回答100を除く

16.9 28.6 17.2 37.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね実施できている 一部実施できている

現時点では実施できていないが、今後実施する予定である 現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない

　

農林水産業 (N=3) 66.7 33.3

建設業 (N=149) 65.7 34.2

製造業 (N=70) 71.4 28.6

電気・ガス・熱供給・水道業 (N=13) 61.6 38.5

情報通信業 (N=43) 60.5 39.6

運輸業・郵便業 (N=17) 41.1 58.8

卸売業・小売業 (N=355) 64.5 35.4

金融業・保険業 (N=20) 35.0 65.0

不動産業・物品賃貸業 (N=305) 32.1 67.8

学術研究・専門技術サービス

業
(N=72) 45.8 54.2

宿泊業・飲食サービス業 (N=222) 62.2 37.8

生活関連サービス業・娯楽業 (N=106) 50.9 49.0

教育・学習支援業 (N=76) 22.4 77.7

医療・福祉 (N=272) 19.1 80.9

その他のサービス業 (N=246) 40.3 59.7

その他 (N=168) 30.9 69.0

「実施できて

いる」計

「実施できて

いない」計

0.0

31.5

27.1

15.4

18.6

17.6

29.0

20.0

10.5

22.2

15.8

11.3

9.2

4.8

17.5

10.1

66.7

34.2

44.3

46.2

41.9

23.5

35.5

15.0

21.6

23.6

46.4

39.6

13.2

14.3

22.8

20.8

0.0

13.4

10.0

7.7

14.0

35.3

11.5

15.0

25.2

16.7

20.7

22.6

21.1

13.6

21.1

11.3

33.3

20.8

18.6

30.8

25.6

23.5

23.9

50.0

42.6

37.5

17.1

26.4

56.6

67.3

38.6

57.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね実施できている 一部実施できている
現時点では実施できていないが、今後実施する予定である 現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない
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図表2-32 価格転嫁の実施状況（従業員数別） 

 
 

②実施したことでの売上の変化 

○価格転嫁を実施した6割弱の事業所で、売上に変化はなかった 
価格転嫁を実施したことでの売上の変化について、「変わらない」が59.2％と最も高く、次いで「増

加した」が25.2％、「減少した」が15.6％となっている。 
 

図表2-33 価格転嫁を実施したことでの売上の変化(SA) 

 
  

0～4人 (N=1368) 41.3 58.7

5～9人 (N=251) 54.2 45.8

10～19人 (N=195) 57.0 43.0

20～49人 (N=195) 50.4 49.6

50～99人 (N=129) 47.5 52.5

100人以上 (N=40) 56.9 43.0

「実施できて
いる」計

「実施できて
いない」計

14.4

20.7

22.6

24.8

20.0

20.9

26.9

33.5

34.4

25.6

27.5

36.0

19.2

13.9

9.2

13.2

20.0

12.8

39.5

31.9

33.8

36.4

32.5

30.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね実施できている 一部実施できている

現時点では実施できていないが、今後実施する予定である 現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない

N =

976

※無回答3を除く

25.2 59.2 15.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 変わらない 減少した
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（７）物価・原材料価格の高騰への価格転嫁以外の対策 

○物価・原材料の価格の高騰に対し、4割以上の事業所が価格転嫁以外の対策を講じていない 
物価・原材料価格の高騰への価格転嫁以外の対策について、「特に対策は講じていない」が44.0％と

最も高く、次いで「コストの削減（人員削減・仕入れ先の見直し等）」が28.3％、「既存の商品・サー
ビスの付加価値の向上」が20.1％となっている。 

業種別にみると、「特に対策は講じていない」について、「宿泊業・飲食サービス業」（27.4％）、
「生活関連サービス業・娯楽業」（32.7％）、「卸売業・小売業」（32.9％）が全体に比べて10ポイン
ト以上低くなっている一方、「不動産業・物品賃貸業」（67.6％）では全体に比べて10ポイント以上
高くなっている。 

図表2-35 物価・原材料価格の高騰への価格転嫁以外の対策(MA) 

 
図表2-36 物価・原材料価格の高騰への価格転嫁以外の対策（業種別） 

 
  

％

コストの削減
（人員削減・仕入れ先の見直し等）

既存の商品・サービスの
付加価値の向上

新規顧客の開拓、販路の拡大

生産性の向上
（ICTツールの導入等）

その他

特に対策は講じていない

28.3

20.1

18.4

9.4

3.0

44.0

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=2160)

※無回答93を除く

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

コ
ス
ト
の
削
減
（

人
員
削
減
・

仕
入
れ
先
の
見
直
し
等
）

生
産
性
の
向
上
（

I
C
T
ツ
ー

ル
の
導
入
等
）

既
存
の
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
付

加
価
値
の
向
上

新
規
顧
客
の
開
拓
、

販
路
の
拡

大 そ
の
他

特
に
対
策
は
講
じ
て
い
な
い

全体 2160 28.3 9.4 20.1 18.4 3.0 44.0

農林水産業 3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

建設業 147 25.2 13.6 17.0 19.7 2.0 42.2

製造業 69 29.0 17.4 23.2 26.1 4.3 33.3

電気・ガス・熱供給・水道業 13 30.8 7.7 7.7 23.1 0.0 46.2

情報通信業 43 25.6 11.6 14.0 27.9 2.3 44.2

運輸業・郵便業 17 35.3 29.4 11.8 11.8 11.8 23.5

卸売業・小売業 356 34.8 10.4 31.2 21.6 2.2 32.9

金融業・保険業 19 21.1 15.8 21.1 31.6 0.0 52.6

不動産業・物品賃貸業 306 14.1 3.3 10.8 8.5 3.6 67.6

学術研究・専門技術サービス業 74 23.0 14.9 16.2 16.2 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 223 50.7 4.9 34.1 18.4 2.7 27.4

生活関連サービス業・娯楽業 104 33.7 5.8 29.8 26.9 0.0 32.7

教育・学習支援業 77 22.1 10.4 15.6 23.4 6.5 50.6

医療・福祉 276 33.0 13.4 15.6 18.5 2.9 39.5

その他のサービス業 244 21.7 10.2 18.0 18.9 2.9 46.3

その他 173 18.5 4.6 8.7 15.6 5.2 58.4
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（８）「米国関税」による売上への影響 

○4割強の事業所において、「米国関税」による影響は全くなかった 
「米国関税」による売上への影響について、「全く影響はない」が41.9％と最も高く、次いで「ほと

んど影響はない」が38.6％、「多少の影響がある」が16.2％となっている。 
 

図表2-37 「米国関税」による売上への影響(SA) 

 
  

N =

2154

※無回答99を除く

3.2 16.2 38.6 41.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり影響がある 多少の影響がある ほとんど影響はない 全く影響はない
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（９）事業承継の状況 

○およそ3割の事業所が自分の代での廃業を検討している 
事業承継の状況について、「事業を継承する考えはなく自分の代で廃業するつもりである」が29.6％

と最も高く、次いで「事業主の親族が後継者になる予定である」が20.5％、「まだ後継者について考え
る段階ではない」が19.7％となっている。 
 

図表2-38 事業承継の状況(SA) 

 
  

令和7年度

(N=2253)

令和2年度

(N=1052)

20.5

20.1

4.7

3.6

12.2

12.5

29.6

26.8

19.7

22.8

5.6

6.7

4.8

5.4

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業主の親族が後継者になる予定である 親族以外の従業員が後継者になる予定である

事業を継承してもらいたいが後継者は決まっていない 事業を継承する考えはなく自分の代で廃業するつもりである

まだ後継者について考える段階ではない 支店・営業所等のため関係ない

その他 無回答
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（10）区の経営支援事業 

①認知状況・活用状況・有効性 

○「中小企業資金融資あっせん制度」のみ、3割以上の事業所に認知されている 
区の経営支援事業の中で、「中小企業資金融資あっせん制度」は認知状況（31.3％）、活用状況

（42.0％）、有効性（58.4％）ともに最も高い。 
次いで、「創業・経営相談窓口」は認知状況21.0％、活用状況15.2％、有効性34.8％となってい

る。その他の事業については、認知状況が１割程度と低い状況にある。 
 

図表2-39 区の経営支援事業の認知状況(SA) 

 
 

図表2-40 区の経営支援事業の活用状況(SA) 

 
 

図表2-41 区の経営支援事業の有効性(SA) 

 

中小企業資金融資
あっせん制度

(N=2253)

創業・経営相談窓口 (N=2253)

アドバイザー派遣事業
（個店指導）

(N=2253)

創業セミナー (N=2253)

異業種交流会 (N=2253)

31.3

21.0

12.4

12.7

16.6

60.2

67.7

75.5

74.6

71.4

8.5

11.2

12.1

12.6

12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答

中小企業資金融資
あっせん制度

(N=705)

創業・経営相談窓口 (N=474)

アドバイザー派遣事業
（個店指導）

(N=279)

創業セミナー (N=287)

異業種交流会 (N=374)

42.0

15.2

10.8

6.3

13.4

56.9

82.7

87.5

92.0

83.7

1.1

2.1

1.8

1.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したことがある 活用したことはない 無回答

中小企業資金融資
あっせん制度

(N=705)

創業・経営相談窓口 (N=474)

アドバイザー派遣事業
（個店指導）

(N=279)

創業セミナー (N=287)

異業種交流会 (N=374)

58.4

34.8

31.5

32.4

29.1

3.3

7.2

10.4

7.3

5.9

29.9

47.7

48.0

51.6

55.6

8.4

10.3

10.0

8.7

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有効である 有効ではない わからない 無回答



40 

②有効ではない事業の理由 

 

■事業別の具体的な「有効ではない理由」（一部抜粋） 

・保有不動産のローン利率自体があがっており、それを融資で賄うことはできない 

（不動産業・物品賃貸業） 

・基本的に借金であり、返済の目処が立たない（医療・福祉） 

・経営は始めてみてわかることが多いから、机上の空論になりがち（卸売業・小売業） 

・現実的に有効なアドバイスはもらえなかった（宿泊業・飲食サービス業） 

・派遣依頼の必要性を感じない（学術研究・専門技術サービス業） 

・個別業種に精通していない（生活関連サービス業・娯楽業） 

・参加している時間がないから（不動産業・物品賃貸業） 

・業種が特殊なため（医療・福祉） 

・HP 作成、保険代理店、税理士などが多く営業をかけられるだけだった（卸売業・小売業） 

・新たなビジネス展開は予定していないため（医療・福祉） 
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４ デジタル化 

（１）キャッシュレス決済システム 

①導入しているキャッシュレス決済システム 

○およそ4割の事業所がキャッシュレス決済を導入している 
キャッシュレス決済を導入している事業者の割合は、約４割となっており、令和２年度（24.9%）と

比較して約15%増加している。 
導入しているキャッシュレス決済システムについては、「クレジットカード」が32.6％と最も高く、

次いで「QR・バーコード決済（PayPay、d払い、auPAY、楽天ペイ等）」が21.7％となっている。 
業種別にみると、「クレジットカード」については、「運輸業・郵便業」（58.8％）が全体に比べて

20ポイント以上高くなっている一方、「建設業」（21.8％）、「不動産業・物品賃貸業」
（14.5％）、「教育・学習支援業」（18.4％）では全体に比べて10ポイント以上低くなっている。 

「QR・バーコード決済（PayPay、d払い、auPAY、楽天ペイ等）」については、「卸売業・小売業」
（42.5%）、「宿泊業・飲食サービス業」（42.2%）、「生活関連サービス業・娯楽業」（41.9%）が
全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方、「情報通信業」（4.7％）、「不動産業・物品賃貸
業」（5.2％）、「建設業」（6.1％）では全体に比べて20ポイント以上低くなっている。 
 

図表2-42 導入しているキャッシュレス決済システム(MA) 

 
  

％

クレジットカード

QR・バーコード決済
(PayPay、d払い、auPAY、楽天ペイ等)

交通系電子マネー
(Suica、Pasmo等)

交通系以外のプリペイド式電子マネー
(nanaco、Edy等)

デビットカード

その他

導入していない

32.6

21.7

20.1

10.3

6.1

2.6

60.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

(N=2189)
※無回答64を除く
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図表2-43 導入しているキャッシュレス決済システム（業種別） 

 
 

  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

ク
レ
ジ
ッ

ト
カ
ー
ド

交
通
系
電
子
マ
ネ
ー

(

S
u
i
c
a
、

P
a
s
m
o
等

)

交
通
系
以
外
の
プ
リ
ペ
イ
ド
式
電
子
マ
ネ
ー

(

n
a
n
a
c
o
、

E
d
y
等

)

Q
R
・
バ
ー
コ
ー
ド
決
済

(
P
a
y
P
a
y
、

d
払
い
、

a
u
 
P
A
Y
、

楽
天
ペ
イ
等

)

デ
ビ
ッ

ト
カ
ー
ド

そ
の
他

導
入
し
て
い
な
い

全体 2,189 32.6 20.1 10.3 21.7 6.1 2.6 60.1

建設業 147 21.8 15.0 2.7 6.1 1.4 2.0 71.4

製造業 70 30.0 17.1 5.7 17.1 4.3 4.3 61.4

情報通信業 43 23.3 20.9 4.7 4.7 0.0 2.3 69.8

運輸業・郵便業 17 58.8 47.1 29.4 35.3 17.6 0.0 29.4

卸売業・小売業 358 51.7 31.0 22.6 42.5 11.5 1.1 43.0

金融業・保険業 21 33.3 14.3 4.8 14.3 4.8 9.5 57.1

不動産業・物品賃貸業 310 14.5 10.0 2.3 5.2 1.6 5.8 76.5

学術研究・専門技術サービス業 74 32.4 24.3 5.4 13.5 5.4 1.4 60.8

宿泊業・飲食サービス業 223 45.3 28.7 15.7 42.2 10.8 0.4 43.0

生活関連サービス業・娯楽業 105 51.4 39.0 20.0 41.9 17.1 1.0 44.8

教育・学習支援業 76 18.4 7.9 5.3 11.8 3.9 7.9 72.4

医療・福祉 282 34.8 17.0 12.4 19.1 6.0 2.8 58.9

その他のサービス業 251 30.3 17.5 6.4 18.3 3.2 1.6 62.2
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②キャッシュレス決済システムを導入しない理由 

○手数料がかかること、面倒であることを理由にキャッシュレス決済システムを導入しない事業所が多
い 
キャッシュレス決済システムを導入しない理由について、「手数料がかかるため」が28.5％と最も高

く、次いで「面倒だから」が20.8％、「導入費用（初期費用）がかかるため」が17.0％となってい
る。 

業種別にみると、「手数料がかかるため」については、「宿泊業・飲食サービス業」（62.5％）、
「生活関連サービス業・娯楽業」（74.5％）で全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方で、
「情報通信業」（3.6％）、「金融業・保険業」（8.3％）では、全体に比べて20ポイント以上低くなっ
ている。 
 

図表2-44 キャッシュレス決済システムを導入しない理由(MA) 

 
 
注:前回調査から変更した選択肢は以下のとおり。 

・「現金化のタイムラグがあるため」を追加。 

  

％

手数料がかかるため

面倒だから

導入費用(初期費用)がかかるため

売上増加効果が期待できないため

現金化のタイムラグがあるため

手数料を除く
ランニングコストがかかるため

導入する方法がわからないため

その他

28.5

20.8

17.0

16.8

11.4

9.4

5.6

43.8

26.7

23.5

18.0

27.0

8.8

9.0

40.8

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=1257)

※無回答59を除く

令和2年度(N=622)

※無回答103を除く
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図表2-45 キャッシュレス決済システムを導入しない理由（業種別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

導
入
費
用

(

初
期
費
用

)

が
か
か
る
た
め

手
数
料
が
か
か
る
た
め

手
数
料
を
除
く
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
が

か
か
る
た
め

売
上
増
加
効
果
が
期
待
で
き
な
い
た
め

導
入
す
る
方
法
が
わ
か
ら
な
い
た
め

面
倒
だ
か
ら

現
金
化
の
タ
イ
ム
ラ
グ
が
あ
る
た
め

そ
の
他

全体 1,257 17.0 28.5 9.4 16.8 5.6 20.8 11.4 43.8

建設業 100 10.0 14.0 4.0 17.0 6.0 19.0 10.0 52.0

製造業 43 9.3 18.6 7.0 27.9 4.7 20.9 9.3 44.2

情報通信業 28 0.0 3.6 0.0 14.3 3.6 10.7 0.0 67.9

運輸業・郵便業 5 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0

卸売業・小売業 149 21.5 42.3 12.1 24.2 7.4 26.8 14.8 26.2

金融業・保険業 12 16.7 8.3 8.3 8.3 0.0 0.0 0.0 75.0

不動産業・物品賃貸業 226 10.2 14.2 7.1 14.6 4.0 16.4 7.5 54.9

学術研究・専門技術サービス業 45 11.1 20.0 4.4 24.4 6.7 22.2 11.1 44.4

宿泊業・飲食サービス業 88 23.9 62.5 15.9 17.0 6.8 34.1 25.0 17.0

生活関連サービス業・娯楽業 47 38.3 74.5 17.0 27.7 6.4 25.5 21.3 21.3

教育・学習支援業 52 15.4 23.1 9.6 7.7 1.9 15.4 5.8 50.0

医療・福祉 161 31.1 42.9 19.9 13.7 8.1 18.6 11.8 37.9

その他のサービス業 150 14.7 24.0 5.3 16.0 4.7 22.7 12.7 48.7
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区民の生活に直接かかわる「卸売業・小売業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「生活関連サービス
業・娯楽業」においては、６割弱の事業所がキャッシュレス決済システムを導入している。 

導入しているキャッシュレス決済システムは、いずれの業種も4割以上の事業所で「クレジットカー
ド」、「QR・バーコード決済（PayPay、d払い、auPAY、楽天ペイ等）」を導入している。 

 
図表2-46 導入しているキャッシュレス決済システム 

 
 
キャッシュレス決済システムを導入しない理由としては、いずれの業種も「手数料がかかるため」が

4割以上に及んでいる。特に「生活関連サービス業・娯楽業」においては、その割合が7割以上に達して
いる。 

 
図表2-47 キャッシュレス決済システムを導入しない理由 

 
  

％

クレジットカード

QR・バーコード決済
(PayPay、d払い、auPAY、楽天ペイ等)

交通系電子マネー
(Suica、Pasmo等)

交通系以外のプリペイド式電子マネー
(nanaco、Edy等)

デビットカード

その他

導入していない

51.7

42.5

31.0

22.6

11.5

1.1

43.0

45.3

42.2

28.7

15.7

10.8

0.4

43.0

51.4

41.9

39.0

20.0

17.1

1.0

44.8

0 10 20 30 40 50 60

卸売業・小売業
(N=358)

宿泊業・飲食サービス業
(N=223)

生活関連サービス業・

娯楽業(N=105)

％

手数料がかかるため

面倒だから

導入費用(初期費用)がかかるため

売上増加効果が期待できないため

現金化のタイムラグがあるため

手数料を除く
ランニングコストがかかるため

導入する方法がわからないため

その他

42.3

26.8

21.5

24.2

14.8

12.1

7.4

26.2

62.5

34.1

23.9

17.0

25.0

15.9

6.8

17.0

74.5

25.5

38.3

27.7

21.3

17.0

6.4

21.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

卸売業・小売業
(N=149)

宿泊業・飲食サービス業
(N=88)

生活関連サービス業・

娯楽業(N=47)
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（２）今後取り組みたいデジタル化 

○「取り組む必要がなく、予定もない」と回答した事業所が34.8％に及ぶ 
今後、重点的に取り組んでいきたい業務のデジタル化について、「取り組む必要がなく、予定もな

い」が34.8％と最も高く、次いで「業務の効率化（人事労務管理、会計・経営資料作成・分析、その他
業務効率化）」が25.0％、「関心はあるが取組は難しい」が17.2％となっている。 

業種別にみると、「業務の効率化」については、「運輸業・郵便業」（62.5％）、「金融業・保険
業」（47.4％）で全体に比べて20ポイント以上高く、「建設業」（37.1%）、「医療・福祉」

（36.7%）で全体に比べて10ポイント以上高くなっている。「AIの導入」については、「情報通信業」
及び「学術研究・専門技術サービス業」（30.2％）で全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-48 今後取り組みたいデジタル化(MA) 

 
  

％

業務の効率化（人事労務管理、
会計・経営資料作成・分析、その他業務効率化）

ＡＩの導入（データ分析、業務自動化、
チャットボット等、人間の知的作業の支援・代行）

販売促進（顧客・販売管理、ネット販売、
Web商談、支払い決済のキャッシュレス化）

生産性向上（生産、在庫管理、
仕入・調達管理、品質管理、物流管理）

DXへの取組（データとデジタル技術を活用した
製品・商品・サービス、組織の変革）

就労環境整備（テレワーク）

その他

関心はあるが取組は難しい

取り組む必要がなく、予定もない

25.0

13.1

11.9

9.0

6.3

2.0

1.6

17.2

34.8

0 10 20 30 40

令和7年度(N=2151)

※無回答102を除く
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図表2-49 今後取り組みたいデジタル化（業種別） 

 
 

《杉並区事業所ヒアリング調査からみるデジタル化》 

○既存ソフトの活用は一定程度進展 

・会計・勤怠・給与などの基本業務では導入済（建設業） 

○業務効率化ニーズが強い 

・書類作成の自動化（建設業） 

・ソフト間連携による効率化（卸売業・小売業） 

○インフラ・運用の見直し検討 

・サーバ容量拡大、クラウド活用の検討（製造業） 

○攻めのデジタル化は限定的 

・販促目的のデジタル化ニーズ（不動産業・物品賃貸業） 

・新たなデジタル化には慎重姿勢（その他サービス業） 

  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

業
務
の
効
率
化
（

人
事
労
務
管
理
、

会
計
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他
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化
）
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顧
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・
販
売
管
理
、

ネ
ッ

ト
販
売
、

W
e
b

商
談
、

支
払
い
決
済
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ

レ
ス
化
）

生
産
性
向
上
（

生
産
、

在
庫
管
理
、

仕
入
・
調
達
管

理
、

品
質
管
理
、

物
流
管
理
）

就
労
環
境
整
備
（

テ
レ
ワ
ー

ク
）

D
X
へ
の
取
組
（

デ
ー

タ
と
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し

た
製
品
・
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
、

組
織
の
変
革
）

Ａ
Ｉ

の
導
入
（

デ
ー

タ
分
析
、

業
務
自
動
化
、

チ
ャ
ッ

ト
ボ
ッ

ト
等
、

人
間
の
知
的
作
業
の
支
援
・
代
行
）

そ
の
他

関
心
は
あ
る
が
取
組
は
難
し
い

取
り
組
む
必
要
が
な
く
、

予
定
も
な
い

全体 2151 25.0 11.9 9.0 2.0 6.3 13.1 1.6 17.2 34.8

農林水産業 3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

建設業 143 37.1 6.3 17.5 2.8 5.6 7.7 0.0 19.6 26.6

製造業 70 20.0 22.9 28.6 0.0 10.0 15.7 1.4 12.9 24.3

電気・ガス・熱供給・水道業 12 33.3 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 41.7

情報通信業 43 25.6 11.6 7.0 14.0 9.3 30.2 2.3 2.3 34.9

運輸業・郵便業 16 62.5 12.5 12.5 6.3 31.3 0.0 0.0 18.8 0.0

卸売業・小売業 354 23.2 25.7 11.6 0.6 3.7 14.4 0.8 17.8 28.0

金融業・保険業 19 47.4 10.5 0.0 0.0 15.8 15.8 0.0 10.5 31.6

不動産業・物品賃貸業 308 22.1 4.5 3.9 1.3 3.6 8.1 2.3 12.7 52.9

学術研究・専門技術サービス業 73 27.4 9.6 5.5 4.1 9.6 30.1 2.7 12.3 24.7

宿泊業・飲食サービス業 217 17.1 14.3 10.6 0.5 2.3 4.1 0.5 22.6 44.2

生活関連サービス業・娯楽業 105 21.0 17.1 5.7 0.0 3.8 5.7 0.0 25.7 38.1

教育・学習支援業 77 29.9 10.4 2.6 2.6 7.8 18.2 1.3 10.4 39.0

医療・福祉 278 36.7 7.6 10.4 3.2 12.6 17.6 2.9 20.5 18.0

その他のサービス業 245 24.1 8.6 6.9 2.9 8.2 19.6 2.4 16.7 30.2

その他 173 12.7 5.2 4.0 2.3 3.5 9.8 2.3 16.8 52.6
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（３）デジタル化への支援 

①業務のデジタル化で特に区に求める支援 

○「費用面の支援」を求める事業所が多い 
業務のデジタル化で特に区に求める支援について、「特になし」が59.1％と最も高く、次いで「費用

面の支援」が28.7％、「セミナーの開催」が9.6％となっている。 
 

図表2-50 業務のデジタル化で区に求める支援(MA) 

 
 

②希望する費用面での支援内容 

○半数の事業所が、生産性向上に資するシステムや設備等の導入費用に関する支援を求めている 
希望する費用面での支援内容について、「生産性向上に資するシステムや設備等の導入費用（業務効

率化、生産性向上、新事業展開などに資する機械設備・システム構築・ソフトウェア等）」が50.0％と
最も高く、次いで「ホームページやECサイト（インターネットを通じて商品やサービスを販売するウェ
ブサイト）の制作費」が20.3％、「Web広告の掲載、動画制作に係る経費」が13.0％となっている。 
 

図表2-51 希望する費用面での支援内容(MA) 

 
  

％

費用面の支援

セミナーの開催

相談窓口の設置

専門家の派遣

その他

特になし

28.7

9.6

8.3

5.5

1.1

59.1

0 10 20 30 40 50 60 70

令和7年度(N=2145)

※無回答108を除く

N =

586

※無回答29を除く

20.3 13.0 50.0 12.8 3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ホームページやＥＣサイト（インターネットを通じて商品やサービスを販売するウェブサイト）の制作費

Web広告の掲載、動画制作に係る経費

生産性向上に資するシステムや設備等の導入費用（業務効率化、生産性向上、新事業展開などに資する機械設備・システム構築・ソフトウェア等）

デジタル化に伴う専門家（コンサルタントなど）からの技術指導等にかかる経費

その他
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５ 環境に配慮した取組 

（１）脱炭素への取組 

①脱炭素への取組内容 

○７割弱の事業所で脱炭素に向けた何らかの取組を行っている 
脱炭素への取組内容について、「節電・省エネルギー」が40.8％と最も高く、「ペーパーレス化の推

進」が25.7％となっているが、「特に取り組んでいない」が32.3％となっている。 
なお、何らかの取組を行っている割合は67.7％となっている。 
業種別にみると、「節電・省エネルギー」については、「運輸業・郵便業」（57.1％）で全体に比べ

て20ポイント以上高く、「金融業・保険業」（57.1％）、「生活関連サービス業」（56.6%）、「電
気・ガス・熱供給・水道業」（53.8%）で全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-52 脱炭素への取組内容(MA) 

 
  

％

節電・省エネルギー

ペーパーレス化の推進

廃棄物の削減

使い捨て商品・過剰包装の抑制

省エネ設備の導入

再生可能エネルギーの活用

地元産物の活用

その他

特に取り組んでいない

40.8

25.7

20.2

13.6

12.0

4.2

2.3

1.0

32.3

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=2192)

※無回答61を除く
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図表2-53 脱炭素への取組内容（業種別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

節
電
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
活
用

ペ
ー

パ
ー

レ
ス
化
の
推
進

省
エ
ネ
設
備
の
導
入

廃
棄
物
の
削
減

使
い
捨
て
商
品
・
過
剰
包
装
の
抑
制

地
元
産
物
の
活
用

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

全体 2192 40.8 4.2 25.7 12.0 20.2 13.6 2.3 1.0 32.3

農林水産業 3 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 66.7 33.3 0.0 0.0

建設業 147 38.1 8.2 34.7 8.2 31.3 7.5 0.0 1.4 25.9

製造業 70 38.6 1.4 18.6 17.1 28.6 11.4 0.0 0.0 35.7

電気・ガス・熱供給・水道業 13 53.8 0.0 23.1 15.4 23.1 7.7 7.7 0.0 23.1

情報通信業 43 34.9 7.0 44.2 14.0 14.0 23.3 2.3 2.3 32.6

運輸業・郵便業 17 76.5 11.8 52.9 29.4 29.4 17.6 0.0 0.0 17.6

卸売業・小売業 357 38.9 5.0 26.1 9.8 24.4 24.6 1.1 0.6 30.0

金融業・保険業 21 57.1 14.3 71.4 23.8 38.1 14.3 0.0 0.0 9.5

不動産業・物品賃貸業 313 30.7 5.4 18.2 14.7 8.3 7.0 1.9 1.6 46.0

学術研究・専門技術サービス業 73 38.4 4.1 38.4 12.3 9.6 17.8 2.7 0.0 31.5

宿泊業・飲食サービス業 219 40.6 3.2 12.3 12.3 35.2 17.8 6.8 0.5 26.9

生活関連サービス業・娯楽業 106 56.6 3.8 22.6 16.0 17.0 10.4 0.9 0.0 28.3

教育・学習支援業 79 50.6 2.5 34.2 19.0 15.2 6.3 2.5 0.0 22.8

医療・福祉 284 48.6 2.8 32.7 12.3 19.7 10.6 1.1 0.7 26.4

その他のサービス業 250 38.4 2.8 26.4 8.0 12.4 9.6 3.6 1.6 36.4

その他 181 39.2 2.2 19.3 7.7 17.7 13.3 3.3 3.3 39.8
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②脱炭素に取り組んでいない理由 

○脱炭素に向けた取組に関して、必要性を感じていない事業所が37.4％に及ぶ 
脱炭素に取り組んでいない理由について、「必要性が感じられない」が37.4％と最も高く、次いで

「事業内容上、取り組むことが難しい」が29.0％、「何をすればよいかが分からない」が19.1％となっ
ている。 
 

図表2-54 脱炭素に取り組んでいない理由(MA) 

 
  

％

必要性が感じられない

事業内容上、
取り組むことが難しい

何をすればよいかが分からない

他の業務より優先度が低い

コストの負担が大きい

必要な知識を持った人材がいない

その他

37.4

29.0

19.1

9.8

5.2

3.5

8.7

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=692)

※無回答16を除く
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（２）「ゼロカーボンシティ」実現に向けて区に求める支援 

○「省エネ設備の導入費用の補助」や、「循環型社会の構築に向けた施策の実施」を求める声が多い 
「ゼロカーボンシティ」実現に向けて特に区に求める支援について、「特になし」が49.6％と最も高

く、次いで「省エネ設備の導入費用の補助（電気自動車、太陽光パネル、断熱改修等）」が17.6％、
「循環型社会の構築に向けた施策の実施（ゴミの減量化の推進、リサイクル活動の支援等）」が11.0％
となっている。 
 

図表2-55 「ゼロカーボンシティ」実現に向けて区に求める支援(SA) 

 
  

N =

2119

※無回答134を除く

6.6 5.8 17.6 11.0 5.0 3.3 1.2 49.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談窓口の設置

環境に関する教育活動の実施

省エネ設備の導入費用の補助（電気自動車、太陽光パネル、断熱改修等）

循環型社会の構築に向けた施策の実施（ゴミの減量化の推進、リサイクル活動の支援等）

環境に配慮した取組を実施する事業者に対する低利または無利子融資

環境に配慮した取組を実施する事業者に対する契約におけるインセンティブ

その他

特になし
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６ 雇用状況および労働環境 

（１）採用状況と採用意向 

①採用状況 

○正規・非正規ともに、採用状況は変わらない事業所が最も多い 
過去3年間の採用状況について、正規の職員・従業員では「変わらない」が71.4％と最も高く、次い

で「減った」が10.0％、「増えた」が9.4％となっている。 
また、非正規の職員・従業員では「変わらない」が64.5％と最も高く、次いで「減った」が7.9％、

「増えた」が7.5％となっている。 
正規の職員・従業員の採用状況について業種別にみると、採用が「増えた」は、「金融業・保険業」

で20.0%と高くなっている。一方、採用が「減った」は、「運輸業・郵便業」で37.5%と高くなって
いる。 

また、非正規の職員・従業員の採用状況について業種別にみると、採用が「増えた」は、「教育・学
習支援業」で21.1%と高くなっている。一方、採用が「減った」割合は、「運輸業・郵便業」で
29.4%と高くなっている。 
 

図表2-56 正規の職員・従業員の採用状況(SA) 

 
 

図表2-57 非正規の職員・従業員の採用状況(SA) 

 
  

令和7年度
(N=2253)

令和2年度
(N=1052)

9.4

9.0

71.4

61.6

10.0

11.3

9.2

18.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えた 変わらない 減った 無回答

令和7年度
(N=2253)

令和2年度
(N=1052)

7.5

7.2

64.5

49.8

7.9

9.3

20.1

33.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えた 変わらない 減った 無回答
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図表2-58 正規の職員・従業員の採用状況（業種別） 

 
 

図表2-59 非正規の職員・従業員の採用状況（業種別） 

 
  

全体 (N=2046)

建設業 (N=142)

製造業 (N=67)

情報通信業 (N=43)

運輸業・郵便業 (N=16)

卸売業・小売業 (N=318)

金融業・保険業 (N=20)

不動産業・物品賃貸業 (N=296)

学術研究・
専門技術サービス業

(N=71)

宿泊業・飲食サービス業 (N=195)

生活関連サービス業・
娯楽業

(N=101)

教育・学習支援業 (N=74)

医療・福祉 (N=276)

その他のサービス業 (N=238)

10.4

16.9

16.4

16.3

12.5

10.1

20.0

5.1

8.5

8.7

8.9

14.9

12.0

8.8

78.6

66.2

68.7

72.1

50.0

77.0

75.0

89.9

80.3

80.0

77.2

77.0

73.9

82.4

11.0

16.9

14.9

11.6

37.5

12.9

5.0

5.1

11.3

11.3

13.9

8.1

14.1

8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えた 変わらない 減った

全体 (N=1801)

建設業 (N=120)

製造業 (N=58)

情報通信業 (N=41)

運輸業・郵便業 (N=17)

卸売業・小売業 (N=281)

金融業・保険業 (N=20)

不動産業・物品賃貸業 (N=236)

学術研究・
専門技術サービス業

(N=63)

宿泊業・飲食サービス業 (N=178)

生活関連サービス業・
娯楽業

(N=90)

教育・学習支援業 (N=71)

医療・福祉 (N=270)

その他のサービス業 (N=210)

9.4

5.8

15.5

9.8

5.9

8.5

10.0

2.5

6.3

9.6

7.8

21.1

17.4

6.7

80.7

85.8

70.7

82.9

64.7

78.3

85.0

94.9

85.7

78.1

81.1

70.4

70.7

82.9

9.9

8.3

13.8

7.3

29.4

13.2

5.0

2.5

7.9

12.4

11.1

8.5

11.9

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えた 変わらない 減った
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②採用意向 
○正規・非正規ともに、採用意向は現状維持を示した事業所が最も多い 

今後の採用意向について、正規の職員・従業員では「現状のまま」が61.6％と最も高く、次いで「増
やしたい」が18.4％、「わからない」が7.6％となっている。 

また非正規の職員・従業員では「現状のまま」が55.0％と最も高く、次いで「増やしたい」が
13.1％、「わからない」が8.8％となっている。 

正規の職員・従業員の採用意向について業種別にみると、採用を「増やしたい」は、「運輸業・郵便
業」（80.0%）、「建設業」（46.2%）で全体に比べて20ポイント以上高くなっている。 

また、非正規の職員・従業員の採用意向について業種別にみると、採用を「増やしたい」は、「運輸
業・郵便業」（56.3%）で全体に比べて20ポイント以上高く、「医療・福祉」（28.9%）では全体に
比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-60 正規の職員・従業員の採用意向(SA) 

 
 

図表2-61 非正規の職員・従業員の採用意向(SA) 

 
  

令和7年度
(N=2253)

令和2年度
(N=1052)

18.4

16.3

61.6

54.9

1.4

1.2

7.6

8.7

10.9

18.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増やしたい 現状のまま 減らしたい わからない 無回答

令和7年度
(N=2253)

令和2年度
(N=1052)

13.1

10.7

55.0

44.7

1.8

1.9

8.8

10.1

21.3

32.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増やしたい 現状のまま 減らしたい わからない 無回答
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図表2-62 正規の職員・従業員の採用意向（業種別） 

 
 

図表2-63 非正規の職員・従業員の採用意向（業種別） 

 
  

全体 (N=2007)

建設業 (N=143)

製造業 (N=67)

情報通信業 (N=43)

運輸業・郵便業 (N=15)

卸売業・小売業 (N=315)

金融業・保険業 (N=19)

不動産業・物品賃貸業 (N=291)

学術研究・
専門技術サービス業

(N=72)

宿泊業・飲食サービス業 (N=194)

生活関連サービス業・
娯楽業

(N=100)

教育・学習支援業 (N=71)

医療・福祉 (N=267)

その他のサービス業 (N=230)

20.7

46.2

29.9

32.6

80.0

17.5

21.1

6.2

20.8

12.9

20.0

23.9

31.8

17.8

69.2

47.6

50.7

51.2

13.3

71.7

63.2

86.3

68.1

76.3

67.0

63.4

59.9

73.5

1.6

0.7

3.0

7.0

0.0

1.6

0.0

0.7

2.8

1.5

3.0

2.8

2.6

0.9

8.6

5.6

16.4

9.3

6.7

9.2

15.8

6.9

8.3

9.3

10.0

9.9

5.6

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増やしたい 現状のまま 減らしたい わからない

全体 (N=1773)

建設業 (N=118)

製造業 (N=57)

情報通信業 (N=41)

運輸業・郵便業 (N=16)

卸売業・小売業 (N=278)

金融業・保険業 (N=19)

不動産業・物品賃貸業 (N=233)

学術研究・
専門技術サービス業

(N=65)

宿泊業・飲食サービス業 (N=176)

生活関連サービス業・
娯楽業

(N=93)

教育・学習支援業 (N=68)

医療・福祉 (N=263)

その他のサービス業 (N=205)

16.7

20.3

17.5

24.4

56.3

13.3

10.5

4.3

6.2

21.0

18.3

17.6

28.9

13.2

69.9

66.9

61.4

61.0

37.5

70.5

73.7

86.3

84.6

68.8

63.4

67.6

58.6

73.7

2.3

1.7

3.5

4.9

0.0

2.5

0.0

0.0

3.1

1.7

4.3

4.4

4.2

1.0

11.2

11.0

17.5

9.8

6.3

13.7

15.8

9.4

6.2

8.5

14.0

10.3

8.4

12.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増やしたい 現状のまま 減らしたい わからない
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（２）人材確保 

①人材確保の状況 

○2割強の事業所で人材が不足しており、なおかつ新たな採用ができていない 
人材確保の状況について、「人材は不足していない（新たに採用する必要がない）」が61.0％と最も

高く、次いで「人材が不足しており、採用したいができていない」が22.6％、「人材が不足している
が、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）」が9.2％となっている。 

人材確保の状況を業種別にみると、「人材は不足していない（新たに採用する必要がない）」につい
ては、「不動産業・物品賃貸業」（80.0%）で全体に比べて20ポイント以上高くなっており、「人材
が不足しており、採用したいができていない」については、「運輸業・郵便業」（75.0%）、「建設
業」（46.5%）で全体に比べて20ポイント以上高くなっている。 

人材確保の状況を事業所の従業員数別にみると、「人材は不足していない（新たに採用する必要がな
い）」については、「０～４人」（81.5%）で全体に比べて20ポイント以上高くなっており、「人材
が不足しており、採用したいができていない」については、『10人以上』の事業所で全体に比べて20
ポイント以上高く、半数近くの事業所で採用ができていない状況となっている。 
 

図表2-64 人材確保の状況(SA) 

 
  

N =

2120

※無回答133を除く

22.6 7.2 9.2 61.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しており、採用したいができていない

人材が不足したため、募集を行い、必要数を採用できている

人材が不足しているが、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）

人材は不足していない（新たに採用する必要がない）
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図表2-65 人材確保の状況（業種別） 

 
 

図表2-66 人材確保の状況（従業員数別） 

 
  

　

農林水産業 (N=3)

建設業 (N=142)

製造業 (N=68)

電気・ガス・熱供給・水道業 (N=11)

情報通信業 (N=43)

運輸業・郵便業 (N=16)

卸売業・小売業 (N=343)

金融業・保険業 (N=19)

不動産業・物品賃貸業 (N=297)

学術研究・専門技術サービス

業
(N=74)

宿泊業・飲食サービス業 (N=210)

生活関連サービス業・娯楽業 (N=105)

教育・学習支援業 (N=76)

医療・福祉 (N=278)

その他のサービス業 (N=245)

その他 (N=177)

0.0

46.5

30.9

18.2

34.9

75.0

19.5

26.3

3.4

18.9

20.0

24.8

22.4

39.2

18.8

14.7

0.0

7.7

8.8

0.0

9.3

12.5

7.9

21.1

1.3

6.8

8.1

4.8

18.4

9.4

6.9

4.5

33.3

12.0

8.8

9.1

9.3

6.3

11.1

21.1

2.4

13.5

10.0

12.4

14.5

10.1

7.3

7.9

66.7

33.8

51.5

72.7

46.5

6.3

61.5

31.6

92.9

60.8

61.9

58.1

44.7

41.4

66.9

72.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しており、採用したいができていない
人材が不足したため、募集を行い、必要数を採用できている
人材が不足しているが、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）
人材は不足していない（新たに採用する必要がない）

　

0～4人 (N=1334)

5～9人 (N=250)

10～19人 (N=194)

20～49人 (N=132)

50～99人 (N=41)

100人以上 (N=88)

9.7

38.0

46.9

56.1

56.1

59.1

1.0

13.6

19.6

20.5

29.3

21.6

7.8

10.4

14.9

10.6

2.4

11.4

81.5

38.0

18.6

12.9

12.2

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しており、採用したいができていない
人材が不足したため、募集を行い、必要数を採用できている
人材が不足しているが、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）
人材は不足していない（新たに採用する必要がない）
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《杉並区事業所ヒアリング調査からみる人材確保》 

○採用はできても定着に課題 

・「すぐに辞める」「1 年以内離職」が課題（全般） 

○採用チャネル・コストの課題 

・求人媒体の使い分け、広告費負担が重い（卸売業・小売業） 

○採用未達・母集団形成の弱さ 

・問い合わせはあるが採用に至らないケース（不動産業・物品賃貸業） 

○対応策の方向性 

・賃上げによる確保（不動産業・物品賃貸業） 

・雇用形態の柔軟化（短時間アルバイト等）（製造業） 

・間接業務の外注活用（建設業） 

・人材育成強化による定着・戦力化（その他サービス業） 
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②人材確保のための実施内容 

○求人広告の掲載や、賃金の引き上げを実施している事業所が多い 
人材確保のための実施内容について、「求人広告を出している」が62.9％と最も高く、次いで「賃金

の引上げ」が41.5％、「柔軟な働き方に向けた制度の整備」が26.3％となっている。 
 

図表2-67 人材確保のための実施内容(MA) 

 
  

％

求人広告を出している

賃金の引上げ

柔軟な働き方に向けた
制度の整備

高年齢者の雇用

福利厚生制度の充実

社宅や住居手当の支給

その他

何も行っていない

62.9

41.5

26.3

18.5

17.7

8.6

4.4

12.4

0 10 20 30 40 50 60 70

令和7年度(N=475)

※無回答5を除く
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（３）人材募集の際に利用している媒体 

○「求人情報サイト」と「ハローワーク」が多く利用されている 
人材募集をしている事業所は41.3％、人材募集をしていない事業所は58.7％となっている。 
また、人材募集をしている事業所が利用している具体的な媒体については、「求人情報サイト」が

22.7％と最も高く、次いで「ハローワーク」が17.1％、「自社サイト」が12.2％となっている。 
業種別にみると、必要な人材が確保できていない「運輸業・郵便業」については、「ハローワーク」

（68.8%）、「求人情報サイト」（68.8%）、「自社サイト」（50.0%）、「人材紹介サービス」
（37.5%）のいずれの項目も全体に比べて20ポイント以上高くなっている。また、「医療・福祉」につ
いては、「求人情報サイト」（49.3%）、「人材紹介サービス」（33.2%）で全体に比べて20ポイン
ト以上高くなっている。 
 

図表2-68 人材募集の際に利用している媒体(MA) 

 
 
注:前回調査から変更した選択肢は以下のとおり。 

・「求人媒体（紙）」を削除。 

・「求人媒体（インターネット）」から「求人情報サイト」に変更。 

  

％

求人情報サイト

ハローワーク

自社サイト

人材紹介サービス

大学、専門学校

杉並区が運営する求人情報サイト
「就職応援ナビすぎなみ」

その他

人材募集はしていない

22.7

17.1

12.2

11.5

5.5

1.7

4.1

58.7

20.0

18.7

10.8

9.2

6.9

2.4

7.1

54.2

0 10 20 30 40 50 60 70

令和7年度(N=2098)

※無回答155を除く

令和2年度(N=942)

※無回答110を除く
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図表2-69 人材募集の際に利用している媒体（業種別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

大
学
、

専
門
学
校

求
人
情
報
サ
イ
ト

人
材
紹
介
サ
ー
ビ
ス

自
社
サ
イ
ト

杉
並
区
が
運
営
す
る
求
人
情
報
サ
イ
ト

「

就
職
応
援
ナ
ビ
す
ぎ
な
み
」

そ
の
他

人
材
募
集
は
し
て
い
な
い

全体 2,098 17.1 5.5 22.7 11.5 12.2 1.7 4.1 58.7

建設業 142 33.8 3.5 26.8 14.1 16.2 2.8 3.5 43.0

製造業 69 31.9 4.3 27.5 10.1 11.6 5.8 1.4 46.4

情報通信業 42 23.8 19.0 28.6 14.3 16.7 2.4 4.8 50.0

運輸業・郵便業 16 68.8 6.3 68.8 37.5 50.0 0.0 6.3 0.0

卸売業・小売業 333 13.8 2.7 21.9 8.1 13.2 0.9 6.9 56.8

金融業・保険業 19 5.3 10.5 31.6 26.3 26.3 0.0 5.3 31.6

不動産業・物品賃貸業 293 3.4 0.0 4.8 2.4 1.7 0.7 0.7 90.1

学術研究・専門技術サービス業 71 14.1 8.5 15.5 14.1 9.9 2.8 4.2 60.6

宿泊業・飲食サービス業 211 4.7 0.9 19.0 4.3 10.9 0.9 7.6 66.4

生活関連サービス業・娯楽業 103 8.7 2.9 20.4 3.9 11.7 0.0 3.9 64.1

教育・学習支援業 79 17.7 15.2 35.4 22.8 25.3 2.5 8.9 40.5

医療・福祉 274 35.4 16.1 49.3 33.2 22.3 3.6 3.3 27.7

その他のサービス業 241 19.9 3.7 19.5 10.8 10.0 1.2 1.2 63.1
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従業員数別にみると、「求人情報サイト」については、『10人以上』の事業所で全体に比べて20ポ
イント以上高くなっており、「ハローワーク」については、『20人以上』の事業所で全体に比べて20
ポイント以上高くなっている。 

必要な人材が確保できていない割合の高い『10人以上』の事業所では、約９割以上が人材募集をして
おり、「求人情報サイト」、「ハローワーク」、「自社サイト」、「人材紹介サービス」など複数の媒
体を利用していることがうかがえる。 
 

図表2-70 人材募集の際に利用している媒体（従業員数別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

大
学
、

専
門
学
校

求
人
情
報
サ
イ
ト

人
材
紹
介
サ
ー
ビ
ス

自
社
サ
イ
ト

杉
並
区
が
運
営
す
る
求
人
情
報
サ
イ
ト

「

就
職
応
援
ナ
ビ
す
ぎ
な
み
」

そ
の
他

人
材
募
集
は
し
て
い
な
い

全体 2,098 17.1 5.5 22.7 11.5 12.2 1.7 4.1 58.7

0～4人 1,308 5.7 1.3 6.4 2.9 3.5 0.4 2.8 83.3

5～9人 250 30.0 10.4 40.8 16.0 18.0 3.2 7.6 26.0

10～19人 195 32.3 10.8 47.2 27.2 33.3 5.6 8.2 11.3

20～49人 134 43.3 14.2 65.7 32.1 27.6 3.7 3.0 6.0

50～99人 41 63.4 17.1 63.4 46.3 41.5 4.9 9.8 7.3

100人以上 89 48.3 23.6 66.3 43.8 42.7 4.5 5.6 6.7
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（４）外国人雇用 

①外国人雇用有無 

○外国人を雇用している事業所は1割未満となっている 
外国人雇用有無について、「雇用している」は8.1％、「雇用していない」は91.9％であった。 

 

図表2-71 外国人雇用有無(SA) 

 
 

②外国人雇用にあたっての課題 

○言葉や文化、習慣の違いといった点が課題として挙げられている 
外国人を雇用するにあたっての課題について、「課題は特にない」が40.9％と最も高く、次いで「言

葉（日本語習得等）の違い」が40.0％、「文化や習慣の違い」が37.7％となっている。 
 

図表2-72 外国人雇用にあたっての課題(MA) 

 
  

N =

2150

※無回答103を除く

8.1 91.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

雇用している 雇用していない

％

言葉（日本語習得等）の違い

文化や習慣の違い

従業員とのコミュニケーション

就業規則整備

住まい確保、社宅の整備等

その他

課題は特にない

40.0

37.7

21.8

13.1

11.0

8.7

40.9

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=1822)

※無回答154を除く
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（５）人材確保で区に求める支援 

○求人広告に係る経費や、福利厚生の充実に関する支援を求める事業所が多かった 
人材確保に関して区に求める支援について、「特になし」が65.9％と最も高く、次いで「求人広告に

係る経費の助成」が15.0％、「福利厚生の充実に関する支援」が8.2％となっている。 
 

図表2-73 人材確保で区に求める支援(SA) 

 
  

N =

2104

※無回答149を除く

2.3 4.3 15.0 3.4 8.2 1.0 65.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セミナーの開催 相談窓口の設置、アドバイザーの派遣

求人広告に係る経費の助成 効率化をはかるためのICTやAI導入経費の助成

福利厚生の充実に関する支援 その他

特になし
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（６）区の就労支援事業 

①認知状況・活用状況・有効性 

○「就職相談・面接会等」のみ、2割以上の事業所に認知されている 
区の就労支援事業の認知状況について、「就職相談・面接会等」が20.2％と最も高く、次いで「求人

情報サイトの運営」が14.7％、「就労支援センター」が13.7％となっている。 
区の就労支援事業の活用状況について、「求人情報サイトの運営」が28.7％と最も高く、次いで「中

小企業勤労者福祉事業（フレンドリーげんき）」が26.2％、「就職相談・面接会等」が23.5％となっ
ている。 

区の就労支援事業の有効性について、「中小企業勤労者福祉事業（フレンドリーげんき）」が40.1％
と最も高く、次いで「就職相談・面接会等」が31.4％、「求人情報サイトの運営」が30.2％となって
いる。 
 

図表2-74 区の経営支援事業の認知状況(SA) 

 
 

図表2-75 区の経営支援事業の活用状況(SA) 

 
 

図表2-76 区の経営支援事業の有効性(SA) 

 
  

求人情報サイトの運営 (N=2253)

就職相談・面接会等 (N=2253)

就労支援センター (N=2253)

中小企業勤労者福祉事業
(フレンドリーげんき)

(N=2253)

14.7

20.2

13.7

7.6

75.1

67.9

74.3

79.8

10.2

11.9

12.0

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答

求人情報サイトの運営 (N=331)

就職相談・面接会等 (N=456)

就労支援センター (N=308)

中小企業勤労者福祉事業
(フレンドリーげんき)

(N=172)

28.7

23.5

6.5

26.2

70.4

75.2

90.9

70.9

0.9

1.3

2.6

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したことがある 活用したことはない 無回答

求人情報サイトの運営 (N=331)

就職相談・面接会等 (N=456)

就労支援センター (N=308)

中小企業勤労者福祉事業
(フレンドリーげんき)

(N=172)

30.2

31.4

26.0

40.1

10.0

6.4

6.5

4.1

52.0

52.6

54.9

50.0

7.9

9.6

12.7

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

有効である 有効ではない わからない 無回答
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②有効ではない事業の理由 

 

■事業別の具体的な「有効ではない理由」（一部抜粋） 

・使用したが、応募がなかった（建設業） 

・ほとんど応募がない。他媒体に見劣りしている（教育・学習支援業） 

・採用に至らなかった（医療・福祉） 

・専門的な職業のため（その他のサービス業） 

・ある程度の技術を要するため、専門サイトが有効だと考えている（建設業） 

・有資格者の登録がない（生活関連サービス業・娯楽業） 

・関心がない（医療・福祉） 
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（７）「ワーク・ライフ・バランス」 

①「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況 

○「ワーク・ライフ・バランス」にすでに取り組んでいる事業所は2割強となっている 
「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況について、従業員数が少ない家族経営の事業所が多いこと

が影響してか（従業員数４人以下が66.2％）、「取り組む必要性を感じない、または関心がない」が
44.2％と最も高く、次いで「すでに取り組んでいる」が23.2％、「関心はあるが取組は難しい」が
21.0％となっている。 

業種別にみると、「取り組む必要性を感じない、または関心がない」について、「不動産業・物品賃
貸業」（76.7％）が全体に比べて20ポイント以上高くなっている一方で、「運輸業・郵便業」

（6.3％）、「金融業・保険業」（19.0％）、「医療・福祉」（22.9％）で全体に比べて20ポイント以
上低くなっている。 
 

図表2-77 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況(SA) 

 
 

図表2-78 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況（業種別） 

 

令和7年度
(N=2253)

令和2年度
(N=1052)

23.2

20.5

4.4

5.5

21.0

20.7

44.2

40.3

7.1

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である
関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない
無回答

全体 (N=2092)

建設業 (N=143)

製造業 (N=68)

情報通信業 (N=43)

運輸業・郵便業 (N=16)

卸売業・小売業 (N=341)

金融業・保険業 (N=21)

不動産業・物品賃貸業 (N=296)

学術研究・
専門技術サービス業

(N=74)

宿泊業・飲食サービス業 (N=204)

生活関連サービス業・
娯楽業

(N=102)

教育・学習支援業 (N=79)

医療・福祉 (N=279)

その他のサービス業 (N=239)

25.0

28.0

33.8

32.6

75.0

24.3

71.4

10.1

29.7

10.3

18.6

38.0

48.0

20.5

4.8

8.4

10.3

7.0

0.0

3.2

0.0

3.7

4.1

3.4

6.9

3.8

6.1

4.6

22.7

32.9

16.2

11.6

18.8

27.0

9.5

9.5

25.7

31.4

33.3

19.0

22.9

22.2

47.6

30.8

39.7

48.8

6.3

45.5

19.0

76.7

40.5

54.9

41.2

39.2

22.9

52.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である

関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない
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従業員数別にみると、「すでに取り組んでいる」について、『10人以上』の事業所で全体に比べて
20ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-79 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況（従業員数別） 

 
 
正規の職員・従業員の採用状況別にみると、採用が「増えた」事業所においては「ワーク・ライフ・

バランス」の取組に「すでに取り組んでいる」割合が全体に比べて20ポイント以上高くなっている。 
また、非正規の職員・従業員の採用状況別においても、採用が「増えた」事業所においては「ワー

ク・ライフ・バランス」の取組に「すでに取り組んでいる」割合が全体に比べて20ポイント以上高く
なっている。 
 

図表2-80 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況（正規の職員・従業員の採用状況別） 

 
図表2-81 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況（非正規の職員・従業員の採用状況別） 

 

0～4人 (N=1304)

5～9人 (N=252)

10～19人 (N=197)

20～49人 (N=197)

50～99人 (N=130)

100人以上 (N=43)

11.6

36.9

47.2

57.7

65.1

68.5

3.1

8.7

8.6

9.2

2.3

5.6

19.6

30.6

31.0

26.9

16.3

21.3

65.7

23.8

13.2

6.2

16.3

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である 関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない

全体 (N=2092)

増えた (N=210)

変わらない (N=1547)

減った (N=223)

25.0

52.4

20.3

38.6

4.8

10.0

4.3

5.4

22.7

23.8

21.4

31.4

47.6

13.8

54.0

24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である

関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない

全体 (N=2092)

増えた (N=168)

変わらない (N=1412)

減った (N=175)

25.0

51.8

23.7

35.4

4.8

11.3

4.5

5.7

22.7

23.2

22.1

33.7

47.6

13.7

49.7

25.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である

関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない
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②「ワーク・ライフ・バランス」の取組内容または取組予定 

○育児や介護に関する環境づくりや⾧時間労働の制限を行っている、または行う予定の事業所が多い 
「ワーク・ライフ・バランス」の取組内容または取組予定について、「育児や介護に必要な休暇を取

りやすい環境づくり」が66.2％と最も高く、次いで「育児や子育て中も勤務しやすい環境づくり」が
53.3％、「⾧時間労働の制限」が48.9％となっている。 

従業員数別にみると、「育児や介護に必要な休暇を取りやすい環境づくり」については、従業員が
『20人以上』の事業所では全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 

また、「育児や子育て中も勤務しやすい環境づくり」について、従業員が「20～49人」
（65.1％）、「100人以上」（69.7％）の事業所では全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-82 「ワーク・ライフ・バランス」の取組内容または取組予定(MA) 

 
 
注:前回調査から変更した選択肢は以下のとおり。 

・「福利厚生の充実」「一般事業主行動計画の策定」を追加。 

・「業務軽減のための設備・用具の導入」を削除。 

・「正社員の短時間勤務制度」「フレックスタイム制度」を「柔軟な勤務時間制度（短時間勤務やフレックスタイム制度等）」に統合。 

・「在宅勤務制度」「サテライトオフィス勤務制度」を「働く場所が限定されない制度（テレワーク制度等）」に統合。 

・「セクハラ・パワハラ防止の取組」から「ハラスメント防止の取組」に変更。  

％

育児や介護に必要な休暇を
取りやすい環境づくり

育児や子育て中も
勤務しやすい環境づくり

長時間労働の制限

柔軟な勤務時間制度
（短時間勤務やフレックスタイム制度等）

業務内容、分担の見直し

ハラスメント防止の取組

社員の健康管理の徹底

働く場所が限定されない制度
（テレワーク制度等）

福利厚生の充実

休業者の仕事を補う仕組みづくり

社員間の交流を深める
仕組みの構築や社内イベントの開催

育児・介護・配偶者の転勤等で
退職した場合の再雇用制度

一般事業主行動計画の策定

その他

66.2

53.3

48.9

42.9

31.3

22.5

20.4

15.5

15.0

14.2

8.8

8.5

3.6

1.1

59.7

51.3

54.9

29.3

23.1

31.9

26.7

12.5

11.4

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

令和7年度(N=613)

※無回答10を除く

令和2年度(N=273)

※無回答1を除く
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図表2-83 「ワーク・ライフ・バランス」の取組内容または取組予定（従業員数別） 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

長
時
間
労
働
の
制
限

育
児
や
介
護
に
必
要
な
休
暇
を

取
り
や
す
い
環
境
づ
く
り

育
児
や
子
育
て
中
も

勤
務
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

休
業
者
の
仕
事
を
補
う
仕
組
み
づ
く
り

社
員
間
の
交
流
を
深
め
る

仕
組
み
の
構
築
や
社
内
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

育
児
・
介
護
・
配
偶
者
の
転
勤
等
で

退
職
し
た
場
合
の
再
雇
用
制
度

業
務
内
容
、

分
担
の
見
直
し

働
く
場
所
が
限
定
さ
れ
な
い
制
度

（

テ
レ
ワ
ー
ク
制
度
等
）

柔
軟
な
勤
務
時
間
制
度

（

短
時
間
勤
務
や
フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
度
等
）

福
利
厚
生
の
充
実

社
員
の
健
康
管
理
の
徹
底

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
の
取
組

一
般
事
業
主
行
動
計
画
の
策
定

そ
の
他

全体 613 48.9 66.2 53.3 14.2 8.8 8.5 31.3 15.5 42.9 15.0 20.4 22.5 3.6 1.1

0～4人 188 46.3 51.6 39.4 11.7 3.7 3.7 28.2 20.7 43.1 8.0 13.3 9.6 1.6 1.1

5～9人 113 46.0 68.1 58.4 18.6 8.8 7.1 31.9 15.0 43.4 15.0 17.7 20.4 1.8 0.0

10～19人 109 50.5 67.0 57.8 11.0 11.0 11.0 33.9 12.8 37.6 23.9 27.5 27.5 3.7 2.8

20～49人 86 54.7 79.1 65.1 15.1 11.6 7.0 33.7 14.0 45.3 12.8 24.4 26.7 3.5 1.2

50～99人 28 32.1 82.1 60.7 17.9 7.1 10.7 28.6 14.3 42.9 17.9 21.4 32.1 0.0 0.0

100人以上 66 65.2 80.3 69.7 18.2 16.7 21.2 31.8 13.6 47.0 24.2 28.8 43.9 15.2 0.0
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③「ワーク・ライフ・バランス」の取組の阻害要因 

○5割以上の事業所が、「ワーク・ライフ・バランス」に取り組めていない理由として人員的な余裕の
不足を挙げている 

「ワーク・ライフ・バランス」の取組の阻害要因について、「人員的な余裕がない」が53.9％と最も
高く、次いで「資金的な余裕がない」が24.3％、「どう取り組んでよいのかわからない」が17.1％と
なっている。 

従業員数別にみると、「人員的な余裕がない」については、従業員が「100人以上」（89.5％）の事
業所で全体に比べて20ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-84 「ワーク・ライフ・バランス」の取組の阻害要因(SA) 

 
 

図表2-85 「ワーク・ライフ・バランス」の取組の阻害要因（従業員数別） 

 
  

N =

456

※無回答18を除く

53.9 24.3 17.1 4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人員的な余裕がない 資金的な余裕がない どう取り組んでよいのかわからない その他

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

人
員
的
な
余
裕
が
な
い

資
金
的
な
余
裕
が
な
い

ど
う
取
り
組
ん
で
よ
い
の
か

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

全体 456 53.9 24.3 17.1 4.6

0～4人 248 44.4 31.5 19.0 5.2

5～9人 75 66.7 14.7 17.3 1.3

10～19人 56 55.4 19.6 19.6 5.4

20～49人 33 66.7 12.1 15.2 6.1

50～99人 7 71.4 14.3 0.0 14.3

100人以上 19 89.5 5.3 0.0 5.3
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７ 杉並区での創業 

（１）杉並区での創業の理由、創業前後の課題 

①杉並区で事業を開始した理由 

○「区内に自宅がある」という理由で、杉並区で事業を開始した事業所が最も多い 
杉並区で事業を開始した理由について、「区内に自宅がある」が30.2％と最も高く、次いで「事業を

継承したため」が21.5％、「自宅から通勤しやすい」が17.6％となっている。 
創業年代別にみると、「区内に自宅がある」については、創業『1980年代以降』の各年代において

３割以上と最も高くなっている。 
「自宅から通勤しやすい」については、創業『1990年代以降』増加傾向にあり、「2020年以降」に

創業の事業所では全体に比べて10ポイント以上高くなっている。 
 

図表2-86 杉並区で事業を開始した理由(MA) 

 
  

％

区内に自宅がある

事業を継承したため

自宅から通勤しやすい

都心への交通の便が良い

地域イメージが良い

周辺地域の需要が多い

取引先に近い

家賃が安い

近くに仕事の仲間がいる

事業所が集積し、
他社との連携等がしやすい

人材を確保しやすい

公的な支援策が充実している

その他

特に理由はない

30.2

21.5

17.6

12.9

12.2

9.2

3.8

3.3

2.7

1.7

1.0

0.4

10.4

14.2

0 10 20 30 40

令和7年度(N=2164)

※無回答89を除く
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図表2-87 杉並区で事業を開始した理由(創業年代別) 

 
  

（％）

 
回
答
者
数
（

N
）

都
心
へ
の
交
通
の
便
が
良
い

自
宅
か
ら
通
勤
し
や
す
い

区
内
に
自
宅
が
あ
る

近
く
に
仕
事
の
仲
間
が
い
る

取
引
先
に
近
い

家
賃
が
安
い

事
業
所
が
集
積
し
、

他
社
と
の
連

携
等
が
し
や
す
い

周
辺
地
域
の
需
要
が
多
い

人
材
を
確
保
し
や
す
い

地
域
イ
メ
ー

ジ
が
良
い

公
的
な
支
援
策
が
充
実
し
て
い
る

事
業
を
継
承
し
た
た
め

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

全体 2164 12.9 17.6 30.2 2.7 3.8 3.3 1.7 9.2 1.0 12.2 0.4 21.5 10.4 14.2

1959年以前 380 5.5 5.8 18.2 1.6 2.9 1.3 1.1 6.3 0.3 4.7 0.0 46.8 12.4 18.7

1960年代 162 14.8 14.2 19.8 2.5 1.9 1.9 2.5 4.9 0.6 3.7 0.0 39.5 10.5 14.2

1970年代 199 15.6 13.1 25.6 1.0 4.0 3.0 0.0 8.5 1.0 11.6 0.5 26.6 6.5 16.6

1980年代 258 15.9 22.5 34.5 2.3 6.2 3.9 1.6 6.6 0.8 10.5 0.4 19.4 12.4 10.1

1990年代 315 15.6 15.9 35.2 3.2 2.2 4.4 1.9 8.3 1.6 15.6 1.0 13.7 9.2 15.2

2000年代 375 15.5 22.9 41.1 3.5 3.5 4.0 3.2 12.0 1.1 16.3 0.3 7.2 6.9 13.1

2010年代 392 12.5 24.7 31.6 3.6 4.8 3.8 1.5 13.3 1.5 17.6 0.5 9.9 11.7 11.7

2020年以降 42 4.8 33.3 35.7 4.8 7.1 9.5 0.0 21.4 2.4 14.3 2.4 11.9 14.3 2.4
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②創業前後の課題 

 

■創業前後の課題（一部抜粋） 

・支店（営業所）探し（建設業） 

・資金調達（製造業） 

・販売促進（情報通信業） 

・区からの借入の審査に時間がかかった（卸売業・小売業） 

・資金繰り（不動産業・物品賃貸業） 

・近所トラブル（学術研究・専門技術サービス業） 

・開業資金（宿泊業・飲食サービス業） 

・家賃が高く、空き物件が少ない（生活関連サービス業・娯楽業） 

・物件がなかなか見つからなかった（教育・学習支援業） 

・競合が多い（医療・福祉） 

・銀行口座開設（その他のサービス業） 

・人手不足（建設業） 

・資金調達（製造業） 

・人材確保、販路開拓（情報通信業） 

・近隣に同業他社の大型店ができた（卸売業・小売業） 

・収入の減少（不動産業・物品賃貸業） 

・顧客開拓（学術研究・専門技術サービス業） 

・コロナ禍（宿泊業・飲食サービス業） 

・物価高騰（宿泊業・飲食サービス業） 

・広告関連 （生活関連サービス業・娯楽業） 

・安定した事業の運営（教育・学習支援業） 

・職員の定着（医療・福祉） 

・ テナントが古い（その他のサービス業） 
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８ その他 

（１）区の支援制度に関する情報収集方法 

○支援制度情報の入手方法は「広報すぎなみ」と「区のホームページ」が多い 
区の支援制度に関する情報収集について、何らかの方法で情報を入手している事業所は50.0％、「特

に入手していない」事業所は50.0％となっている。 
また具体的な入手方法については、「広報すぎなみ」が25.4％と最も高く、次いで「区のホームペー

ジ」が23.4％、「区のチラシやパンフレット」が11.7％となっている。 
 

図表2-88 区の支援制度に関する情報収集方法(MA) 

 
 

  

％

広報すぎなみ

区のホームページ

区のチラシやパンフレット

金融機関を通して

加入組織を通して

区の窓口や
電話での問い合わせ

その他

特に入手していない

25.4

23.4

11.7

8.3

7.3

3.2

2.1

50.0

29.6

31.2

14.0

9.9

15.3

2.9

5.4

33.5

0 10 20 30 40 50 60

令和7年度(N=2176)

※無回答77を除く

令和2年度(N=987)

※無回答65を除く
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（２）区の支援策に対するご意見 

○「助成金支援」に関するご意見が最も多い 
区の支援策に対するご意見について、「助成金支援」が53.6％と最も高く、次いで「資金調達支援」

が21.7％、「人材確保支援」が20.0％となっている。 
 

図表2-89 区の支援策に対するご意見(MA) 

 
 

■具体的なご意見（一部抜粋） 

・借入の際の利子補填施策の継続をお願いしたい（建設業） 

・情報を入手しやすくしてほしい（製造業） 

・ハローワーク以外に的確に人材を確保できるような仕組みがほしい（情報通信業） 

・従業員が区の施設を使用してリフレッシュするための制度の充実を計ってほしい（運輸業・郵便業） 

・手続きの多さと遅さが目立つため、デジタル化でもっと早く手軽にできれば良い（卸売業・小売業） 

・空きテナントに関する情報発信をしてほしい（卸売業・小売業） 

・防犯対策として、街灯の増設と防犯カメラの設置を増やしてほしい（卸売業・小売業） 

・補助金全般についてもっと仕組みをわかりやすくし、周知も徹底してほしい（不動産業・物品賃貸業） 

・建物の老朽化やパソコン導入に関する助成金、支援対策を進めてほしい（不動産業・物品賃貸業） 

・どのような助成金があるかを知りたい（学術研究・専門技術サービス業） 

・創業年数に応じた店舗の改修、修繕費用などの補助を検討してほしい（宿泊業・飲食サービス業） 

・⾧く続けている事業主にも恩恵がある支援をしてほしい（生活関連サービス業・娯楽業） 

・幼稚園に対しても、保育園と同等の子育て支援体制を確立してほしい（教育・学習支援業） 

・助成金の手続きを簡素化してほしい（医療・福祉） 

・介護物品の援助をしてほしい（医療・福祉） 

・災害等に関する具体的かつ実効性の高い安全・安心対策を実施してほしい（その他のサービス業） 

・支援施策の周知をしてほしい、また民間との連携で支援を進めてほしい（その他のサービス業） 

  

％

助成金支援

資金調達支援

人材確保支援

支援施策全般

支援情報の発信

予算確保

その他

53.6

21.7

20.0

19.2

19.0

5.2

15.4

0 10 20 30 40 50 60

令和7年度(N=1179)

※無回答1074を除く


